
令和元年度 第１回木津川市行財政改革推進委員会 

会 議 次 第 
       日時：令和元年７月３１日（水）午後２時～ 

                                     場所：木津川市役所５階 全員協議会室 

１．開  会 
 
 
２．議  事 
（１）第３次木津川市行財政改革行動計画の進捗状況について（報告） 

 
 
（２）第３次行財政改革行動計画外部評価の実施について（審議） 

   ・令和元年度「第３次行財政改革行動計画」外部評価実施要領（案）について 
・評価対象項目の決定について 

 
 
３．そ の 他 

 
 

４．閉  会 
 
 
 
 
 
ついて 
 
（２）平成２６年度行財政改革推進委員会関連スケジュールについて 
 
（３）第２次木津川市行財政改革行動計画の進捗状況について 
 

 

＜配布資料＞ 

議事（１）関係 

資料１－１ 第３次木津川市行財政改革行動計画進捗状況（平成３０年度末） 

議事（２）関係 

資料２－１ 令和元年度「第３次行財政改革行動計画」外部評価実施要領（案）に 

ついて 

資料２－２ 第３次行財政改革行動計画外部評価調査票とりまとめ 

関連資料①～⑤ 

参考資料 

参考資料１ 木津川市行財政改革推進委員会（第６期）委員名簿 

参考資料２ 木津川市組織機構図（H31.4.1現在、H30.4.1現在） 

参考資料３ 令和元年度行財政改革推進委員会スケジュール（案） 



資料1－1

１．行動計画の進捗状況について

別紙「第３次木津川市行財政改革行動計画項目一覧（平成３０年度末）」のとおり。

２．進捗状況の結果等について

〇重点改革項目別の進捗状況について

Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 対象外 未評価 合計

0 3 2 0 5 4 9
0 9 4 1 14 2 16
0 21 19 1 41 2 43
0 2 4 1 7 1 8
0 7 17 4 28 2 1 31
0 42 46 7 95 11 1 107

0.0% 44.2% 48.4% 7.4% 100% - - -

○Ｓ評価項目

Ｓ評価項目の該当なし

○Ｃ評価項目（一覧掲載順）

重点改革項目 No.

1 14

3 46

4 73

5 83

5 85

5 95

5 97

○平成30年度末新規追加項目（一覧掲載順）

重点改革項目 No.

3 H30-1

3 H30-2

5 H30-3

5 H30-4

5 H30-5

５項目を追加したことで、項目の総数は１０７項目となった。

３．行動計画における財政効果額について

年度

平成30年度

４．行動計画における合併算定替終了対策額について

年度

平成30年度

５．行動計画の公表について

別紙「第３次行財政改革行動計画項目一覧（平成３０年度末）」を市ホームページに公表します。

重点改革項目＼評価区分

１　協働の市政の推進

２　行財政運営体制の確立

３　事務事業の見直し

４　公共施設の総合管理

合併算定替終了対策額（単位：千円） 合併算定替終了対策額累計額（単位：千円）

288,009 288,009

５　行財政システムの確立

合計

割合（％）

財政効果額（単位：千円） 財政効果累計額（単位：千円）

481,741 481,741

木津老人福祉センター浴場の廃止 高齢介護課

本庁舎駐車場と加茂駅前駐車場の貸付による活用 総務課

有料広告付き窓口番号案内システムの導入 市民課

木津駅東側市有地の貸付による活用 都市計画課

特別会計の見直し（後期高齢者医療事業） 国保年金課

リサイクル研修ステーションの見直し まち美化推進課

国保年金課

行動計画項目 所管部局

保育所利用者負担額の見直し

市道への有料広告の導入

特別会計の見直し（国民健康保険事業）

放課後児童クラブの運営方法の検討 こども宝課

こども宝課

管理課

行動計画項目 所管部局

定員適正化計画の策定 人事秘書課

道路照明のＬＥＤ化 管理課

第３次木津川市行財政改革行動計画進捗状況（平成３０年度末）



　■第３次木津川市行財政改革行動計画項目一覧（平成３０年度末） 評価［Ｓ：特に良好に進捗、Ａ：良好に進捗、Ｂ：概ね進捗、Ｃ：進捗に課題あり］ 資料1－1

1

No
大
No

重点改
革項目

小
No

小項目 行動計画項目 区分 行動計画項目内容
所管
部局

H30
H31
R1

R2 R3 R4
効果額

（実績累計）
（千円）

（平成３０年度）取組実績・特記 備考

検討年度

評価 A

14

4,360

合併算定
替（千円） 4,360

検討年度

評価

6

検討年度

評価 A

2

検討年度

評価 B

21

668

合併算定
替（千円） 668

検討年度

評価

21

検討年度

評価

4

検討年度

評価 A

5,179,446

1,896

合併算定
替（千円） 436

検討年度

評価

11

検討年度

評価 B

13

1

1
協働の
市政の
推進

①

市民との
協働によ
るまちづ
くり

市民協働の推進
■

実施

市民、コミュニティ組織、NPO、企業等との連携・協働手法を調査・
研究します。また、市民提案型事業支援制度である「ふるさと応援
事業補助金」は、平成31（2019）年度に終了することから、市民参
加に関する支援手法等を検討します。

学研企
画課

4,360

「ふるさと応援事業」は、14事業を採択し、まちづくりに取り組
む事業支援及び人材育成に取り組んだ。また、採択事業者
による事業成果中間報告会を開催し、団体や人材の交流を
図った。さらには、府地域力再生プログラム交付金（17件）、
コミュニティ助成（2件）を活用し、まちづくり活動を支援した。

4
都市公園等の市民
自主管理

■
実施

多様な要望への対応や維持管理経費の縮減を目標とした木津川
市都市公園・緑地施設等市民自主管理活動支援要綱に基づく自
主管理活動を推進するため、啓発・募集活動を行うとともに、活動
団体の育成や組織維持のための施策を検討します。

管理課 668

まちづくりのビジョンや施策などの情報を共有し対話できる環
境づくりや、市民に市の状況をわかりやすく伝えるため、必要
に応じて市民説明会やワークショップ等を実施した。

主な
指標等

効果額
（千円）

9
行財政改革取組情
報の発信

■
実施

市民に対して、広報・ホームページ等を活用しながら、広く行財政
改革の取組み情報を発信します。

行財政
改革推
進室

広報きづがわ：①4月号「第3次行革大綱策定」、②6月号「第
6期行革委員会公募委員就任」、③11月号「第3次行革行動
計画策定」　計3回
HP：①～④行革委員会の結果（第1回～第4回）、⑤第2次行
革行動計画進捗状況、⑥第3次行革行動計画策定、⑦執行
目標Ｈ29年度達成状況、⑧執行目標Ｈ30年度項目設定、⑨
Ｈ30年度事務事業評価、⑩地方行政サービス改革取組状況
計10回

主な
指標等

効果額
（千円）

②

開かれ
た市民
参加・参
画の推
進

38審議会に対して公募委員の人数は18名（8審議会）となって
いる。引き続き多様な意見を市行政運営に反映していくた
め、公募委員の選任に努めていく。

主な
指標等

効果額
（千円）

6
パブリックコメン
ト制度の推進

●
集約

市の計画や条例を、案段階で公表し、これに対する意見等を考慮
しながら決定する「パブリックコメント制度」を推進します。また、庁
内における定期的な制度の周知や、対象事業のチェック等に取り
組みます。

学研企
画課

市の重要な計画・条例について、パブリックコメントを実施し
た。引き続き政策会議提案文書等により、パブリックコメント
の必要性をチェックしていく。

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

7
広報・ホームペー
ジの充実

■
実施

市の様々な情報をわかりやすく伝えるため、広報紙・ホームペー
ジの内容を充実させるとともに、定期的な職員研修等を実施しま
す。また、ホームページについて『木津川市ウェブアクセシビリティ
方針』に基づき情報バリアフリー化に取り組みます。

学研企
画課

1,896

『木津川市ウェブアクセシビリティ方針』に基づきアクセシビリ
ティに配慮したホームページを構築するため、職員研修を実
施するとともに、ページの修正作業を実施した。また、総務省
が策定した「みんなの公共サイト運用ガイドライン」に定める
方法で実施し、試験において認証済みである。

木津川市プロデュースプロジェクト、けいはんな赤ちゃん学講
座、通い版地域おこし協力隊（以上、同志社大学）、インター
ンシップ受け入れ（京都女子大学、同志社女子大学）、１まち
１キャンパス事業（京都大学）など、大学と連携し、学生によ
る地域活性化事業に取り組んだ。

主な
指標等

効果額
（千円）

3 奈良市との連携
■

実施

奈良市と本市の持続可能なまちづくりのために締結した「連携・協
力に関する包括協定」に基づき、必要な都市機能及び生活機能
の効率的な確保を図るための具体事業について、協議・調整を進
め、具体の連携事業に取り組みます。

学研企
画課

奈良市立北部図書館の市民の利用を開始するなど、包括連
携協定に基づく、市民の生活機能の効率的な確保に取り組
んだ。また、奈良市長と木津川市長の懇話会を開催し、今後
の連携事業について協議いただいた。

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

活動開始から5年目になり、取消申請団体が2団体あった中、
新興住宅地における新たな新規申請団体が3団体増加（活
動開始は平成31年度から）となり、概ね良好であった。

(R1)効果額
算定式を変
更

主な
指標等

効果額
（千円）

2
大学との協働事業
の実施

●
集約

専門的な知見や新たな視点を持って地域貢献を進める大学等と
の連携・協働事業を推進します。

学研企
画課

5
審議会等の公募委
員導入・透明性の
向上

●
集約

『木津川市審議会等の設置及び運営等に関する指針』に基づき、
審議会等の設置目的及び所掌事項を考慮し、公募委員の導入及
び会議の公開を推進します。

人事秘
書課

8
市民説明会・ワー
クショップ等の実
施

●
集約

市民と行政が、まちづくりのビジョンや施策などの情報を共有し対
話できる環境づくりや、市民に市の状況をわかりやすく伝えるた
め、必要に応じて市民説明会やワークショップ等を実施します。

学研企
画課

ふるさと応援事業活動団体数（者・団体）

（H29年度－当該年度）ふるさと応援事業補助金額

大学との協働事業実施件数（件）

奈良市との新規連携事業数（件）

市民自主管理公園数（箇所）

H29-H30【（導入前維持管理料）－（交付金）－（支援ｺｽﾄ）】×当該年度落札率

公募委員を導入している審議会等の割合（％）

パブリックコメント実施件数（件）

ホームページアクセス件数（件）

当該年度の有料広告収入額

市民説明会及びﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ実施回数（回）

市民向け情報発信回数（回）
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2

No
大
No

重点改
革項目

小
No

小項目 行動計画項目 区分 行動計画項目内容
所管
部局

H30
H31
R1

R2 R3 R4
効果額

（実績累計）
（千円）

（平成３０年度）取組実績・特記 備考

検討年度

評価 B

81

検討年度

評価 B

2

検討年度

評価 A

8

検討年度

評価 A

35

検討年度 ○⇒ ○
評価 C

検討年度 ⇒ ○
評価 B

検討年度

評価 B

1

▲ 8,571

合併算定
替（千円）

▲ 8,571

検討年度

評価 A

1

67,697

合併算定
替（千円） 0

検討年度

評価 A

93.1

10,587

合併算定
替（千円） 10,587

67,697

人事院勧告に準拠して、官民格差（0.2％）を埋めるため給料
月額の引上げ、賞与支給月の0.05月の引上げを実施した。ま
た、本市の厳しい財政状況に鑑み、平成30年4月から3年間、
特別職△10％、一般職△2％の給与特例減額措置を実施し
た。今後も、先進自治体等の事例を参考に制度見直しを進め
ていく。

18

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

17
給与制度・水準の
適正な運用

■
実施

官民格差を是正した適正な給与水準を維持するため、毎年度検
討を行い、必要に応じて条例改正案の上程等の措置を講じます。
また、毎年度、人事行政運営等の状況（福利厚生事業を含む。）を
公開します。

人事秘
書課

時間外勤務手当の
抑制

■
実施

職員の健康維持、人件費の抑制の観点から、管理職を始めとす
る職員の認識を高め、時間外勤務手当の縮減を目指します。

人事秘
書課

10,587

職員の時間外勤務時間数について集計を行い、時間外勤務
の多い部署等にその理由を確認し、分析に努めた。超過勤
務は職員の健康に大きな影響を及ぼすことから、引き続き適
正な勤務時間になるよう取り組みを進めていく。

14 ③
定員管
理の適
正化

定員適正化計画の
策定

□
検討

今後の行政需要の動向等を勘案しながら、職員数を抑制する方
向性のもと、新たな定員適正化計画を策定します。また、策定後
は、計画に応じた職員数の適正化及び行政需要の変化、IT化、民
間委託、事務事業の共同化の状況等を反映した計画の定期的な
見直しに取り組みます。

人事秘
書課

令和元（平成31）年度から5か年計画となる3次計画案を作成
したが、今後の厳しい財政状況や会計年度任用職員制度へ
の移行等の課題もある中、無駄のないスリムな組織や適正
な人員配置について結論が出ず継続検討となった。

(R1)検討年度
を変更

主な
指標等

効果額
（千円）

15
会計年度任用職員
の導入

□
検討

地方公務員法及び地方自治法の改正により、嘱託・臨時職員の
任用や手当等の見直しを行い、会計年度任用職員制度に移行し
ます。

人事秘
書課

嘱託職員及び臨時職員の業務内容等について全数調査を
行い、任用条件や給与面の検討を行った。また、所属長向け
の研修を実施し、制度改正や検討が必要な事項の周知を行
うとともに、府内南部市町村意見交換会に参加し、各市町村
の検討状況の把握と意見交換を行った。

主な
指標等

効果額
（千円）

④
総人件
費の抑
制

16
臨時職員の勤務日
数・時間の見直し

■
実施

臨時職員の勤務日数を精査した上での勤務日調整、加えて時短
勤務等の提案により、総額としての人件費抑制を図ります。

人事秘
書課

▲ 8,571

平成30年度当初予算編成時に臨時職員の配置について各
所属のヒアリングを実施し、勤務日数や勤務時間の精査を
行った。賃金改定等により賃金は増額となったが、今後も引
き続き、適正な配置に努めていく。

(R1)効果額算
定式を変更

学研企
画課

提案推進期間（平成30年10月2日～11月2日）を定め、広く募
集に取り組んだ。その結果、2件の提案があったが、審査の
結果、採用（一部趣旨採択含む）は0件であった。

主な
指標等

効果額
（千円）

12
文書・例規事務の
適正化及び効率化

■
実施

文書例規事務の適正化及び効率化を図るため例規立案等マニュ
アルを作成・更新します。また、文書主任を中心とした研修会等の
開催など文書・例規事務に精通した人材を育成することで法制執
務能力の向上及びコンプライアンス体制の推進に取り組みます。

総務課

文書主任研修（3回)、文書基礎研修(1回)、法制執務研修（2
回）、マイナンバー制度及び行政手続法に係る研修（1回）、
管理職研修（1回）を開催し、文書事務、法制執務及び各制度
に対する職員の意識向上を図ることができた。次年度以降も
この取組みを継続する。

主な
指標等

効果額
（千円）

13 ②
組織改
革

組織体制の見直し
■

実施

政策や施策・事務事業のまとまり、社会の動きに対応した組織編
制を推進します。組織編制の見直しにおいては、各事業の進捗状
況等に応じた簡素で応答性の高い、効果的かつ効率的な組織機
構の構築及び市民から見てわかりやすい組織とします。

学研企
画課

限られた厳しい財政状況のもと、効果的かつ効率的な組織
機構の構築を目指し、各事業の進捗状況等に応じた簡素な
組織機構を目指し、7部2局31課3室63係2施設8保育園2分園
3幼稚園とする組織改正を行った。また、多様化するニーズに
対応できる市民サービスを提供するため、支所事務の見直し
を行った。

主な
指標等

効果額
（千円）

10
計画に基づく職員
研修の実施

■
実施

職員の企画、調整、管理能力と生産性の向上のため、人材育成
の観点に立った研修計画を策定します。また、これに基づき各種
研修等を計画的に実施します。

人事秘
書課

会計年度任用職員やマイナンバー等の研修を実施すること
により、市の現状と社会情勢の理解、職員の職務遂行能力
の向上を図るとともに、公務員倫理の意識向上と健全な組織
体制づくりのため、コンプライアンス研修を実施した。

主な
指標等

効果額
（千円）

職員研修実施回数（回）

11
職員提案制度の推
進

■
実施

職員の提案を事務事業の創設・改善に繋げる「職員提案制度」を
推進します。そのため、職員が提案しやすい環境づくりに取り組み
ます。

1人当たりの年間時間外勤務時間数（時間）

（H29年度－当該年度）時間外勤務手当額【臨時業務除く】

職員提案件数（件）

研修会等実施回数（回）

課（室）セクション数（セクション）

各課ヒアリングの実施回数（回）

臨時職員賃金（H29年度決算額－当該年度決算見込額）

給与関係例規の整備回数（回）

給与特例減額見込額（2018～2020年度）

行財政
運営体
制の改
革

2

①

人材育
成の推
進と職
員・組織
の意識
改革



　■第３次木津川市行財政改革行動計画項目一覧（平成３０年度末） 評価［Ｓ：特に良好に進捗、Ａ：良好に進捗、Ｂ：概ね進捗、Ｃ：進捗に課題あり］ 資料1－1

3

No
大
No

重点改
革項目

小
No

小項目 行動計画項目 区分 行動計画項目内容
所管
部局

H30
H31
R1

R2 R3 R4
効果額

（実績累計）
（千円）

（平成３０年度）取組実績・特記 備考

検討年度

評価 A

8

検討年度

評価

14

4,250

合併算定
替（千円） 4,250

検討年度

評価

13

検討年度

評価 A

2

検討年度

評価 A

4

検討年度

評価 A

3,653,000

1,817

合併算定
替（千円） 1,817

検討年度

評価 A

▲ 6,403

▲ 6,403

合併算定
替（千円）

▲ 6,403

検討年度

評価 A

4,568

4,568

合併算定
替（千円） 4,568

効果額
（千円）

（見直し前－見直し後）H30年度当初予算旅費総額
26

職員出張旅費の見
直し

■
実施

職員の出張旅費について、平成30年度から日当を廃止するととも
に、引き続き、適切な支給のあり方について調査・研究します。

人事秘
書課

4,568
平成29年度中に完了した見直し内容に基づき適正に運用し
た。

3
事務事
業の見
直し

①
事務事
業の見
直し

⑤
電子自
治体の
推進

会計課
伝票の適正化のため、部署ごとに事務処理エラーを数値化
し、誤りが多い項目や支出マニュアル、支出伝票チェックリス
ト等、掲示板での周知を増やし改善を促した。

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

端末更新等による廃棄機器の売払いにより、廃棄費用の削
減を図るとともに財産売払い収入を得ることが出来た。
（効果額）
・廃棄費用　▲3,575,000円　・売払収入　37,800円
（電算システム保守　経費削減実績）
●番号ネットワーク（富士通）　ＶＰＮ装置フォームアップを市
で対応⇒▲200,000円
●統合ネットワーク（大塚商会）　リサ研、CCの廃止に伴い保
守費の削減交渉⇒▲64,000円
●財務会計システム（オーイーシー）　保守実績を精査し減
額⇒▲374,000円

4,250
学研企
画課

電算システムの導入・改修にあたっては、市民の利便性を考慮
し、システムのクラウド化等、費用対効果等を十分確認した上で電
子自治体を推進します。

●
集約

庁内電算システム
の運用・改善

20

25 地方債の適正管理
■
実施

単年度あたりの元利償還額の大きい市債について、繰上償還や、
償還期間より交付税算入期間が短い市債の算入期間中における
償還額を増額する償還条件の変更、基金の計画的な活用を行う
ことで、一般財源負担の軽減と平準化を図ります。

財政課 ▲ 6,403

平成18年度本庁舎建設事業債（借入先：京都やましろ農協）
を10月1日に未償還元金全額繰上償還（後年度分
521,632,000円）した〈支払利子総額繰上償還前162,624,752
円－（繰上償還後140,636,011円＋手数料10,800円）＝
21,977,941円（効果額）〉。また、本庁舎建設事業債平成19年
度繰越分と平成20年度分の償還条件の変更を実施した。

19
情報セキュリティ
の確保

24 公金の適正管理
■

実施

木津川市公金管理運用基準及び会計事務規則に沿った運用によ
り、公金の安全性確保を図るとともに、債権（国債・地方債など）で
の運用を研究し、預金等での運用を図ります。

会計課 1,817

基金について、満期を迎えるものから利率の良い定期への
移行等を行った。また、南都銀行の派出（加茂、山城）を平成
30年5月末で閉鎖したことから、それまでの無利息預金を有
利息定期預金へ移行し、新たな利子収入を得た。

(R1)効果額
算定式を変
更

21
電子申請・届出シ
ステムの推進

●
集約

市民の利便性の向上や業務の効率化に繋がる行政手続のオンラ
イン化について、費用対効果に留意しながら推進します。

学研企
画課

児童手当に関する手続きや受給資格及び額についての認定
請求など、不在者投票の投票用紙等の請求に係るオンライ
ン手続きを開始した。また、ふるさと納税の寄附申込に係る
オンライン手続きのウェブサイトを追加した。

主な
指標等

効果額
（千円）

効果額
（千円）

22 ⑥

法令遵
守（コン
プライア
ンス）の
推進

職員倫理条例・規
則、職員に対する
不当な働きかけの
記録制度の推進

■
実施

コンプライアンス体制を確保するため、職員倫理条例・規則、職員
に対する不当な働きかけの記録制度を推進します。そのため、定
期的な制度の周知や、説明会の開催等に取り組みます。

人事秘
書課

公務員倫理と組織におけるコンプライアンスの重要性を理解
することを目的に、まずは新規採用職員、3月には全職員を
対象として研修を実施した。また、職員倫理条例や職員に対
する働きかけの記録制度などを適正に運用し、コンプライア
ンス体制の向上に努めた。

主な
指標等

効果額
（千円）

2

行財政
運営体
制の改

革

地方債・
借入金・
公金の
適正管
理

23 会計事務の適正化
■

実施
木津川市公金管理運用基準及び会計事務規則に沿った運用によ
り、会計事務の適正化と会計事務規則等の周知徹底を図ります。

■
実施

市が保有する情報資産に関する情報セキュリティを確保するた
め、「木津川市情報セキュリティポリシー」に基づき、定期的な研修
を実施します。また、定期的なシステム監視や監査を実施します。

学研企
画課

市の情報セキュリティ対策の水準を向上させるため、3か年で
全ての部署を対象とする内部監査計画を策定し、初年度の
監査を実施した。また、国の個人情報保護委員会が主催す
るインシデント想定訓練に参加した。さらに、京都府が実施し
ているeラーニングによるセキュリティ研修を、全職員が受講
した。

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

情報ｾｷｭﾘﾃｨﾎﾟﾘｼｰ説明会実施回数（回）

電算システム数（件）

財政効果額（売払い等による）

電子申請・届出可能事務数（件）

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ研修等実施回数（回）

不適正伝票実態調査（回）

有利子預金額（千円）

当該年度の有利子預金額（基金除く）×利率

財政効果額（千円）

対策前後の単年度公債費負担額の差額

財政効果額（千円）

⑦
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No
大
No

重点改
革項目

小
No

小項目 行動計画項目 区分 行動計画項目内容
所管
部局

H30
H31
R1

R2 R3 R4
効果額

（実績累計）
（千円）

（平成３０年度）取組実績・特記 備考

検討年度

評価 A

3,174

3,174

合併算定
替（千円） 3,174

検討年度

評価 B

249,850

検討年度

評価 A

2

3,683

合併算定
替（千円） 3,683

検討年度

評価 A

585

▲ 232

合併算定
替（千円） ▲ 232

検討年度

評価 B

51

2,865

合併算定
替（千円） 2,865

検討年度

評価 B

15,316

362

合併算定
替（千円） 362

検討年度

評価 A

7,536

997

合併算定
替（千円） 997

検討年度 ⇒ 〇
評価 A

32
支所管理運営の効
率化

■
実施

支所の体制縮小化に合わせた管理運営の効率化を図るため、平
成30年9月をもって両支所における時間外の宿日直を廃止すると
同時に、機械警備業務についても見直します。また、ビジネスフォ
ンの導入や、平成31（2019）年度に向けた加茂支所庁舎周辺の清
掃業務の見直し、加茂支所庁舎の改修についての検討に取り組
みます。

総務課 362

平成30年10月に支所における宿日直の廃止を行い、業務委
託料等の経費を削減することができた。また、業務委託期間
の満了に伴い、庁舎清掃業務及び建築保全業務の精査を行
うことができた。しかし、施設の老朽化により緊急修繕を複数
回行ったことにより、当初予定していなかった修繕等の費用
が嵩んだ。

▲ 232

木津川市ふれあい農園2か所について、平成31年3月31日を
もって閉園した。平成30年度においては、利用者数の減少に
よる利用料収入の減少により、充当一般財源が増加してい
る。なお、同農園の土地所有者に引き続き農園開設の意向
があったため、民設による市民農園を同所で新たに開設し
た。

3
事務事
業の見

直し
①

事務事
業の見
直し

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

34 選挙事務の効率化
□

検討

選挙事務の効率化及び執行経費の削減のため、選挙人の投票機
会の確保及び利便性の向上を図りつつ、期日前投票所設置期
間・時間等の見直しを引き続き検討します。

総務課

平成30年4月執行の京都府知事選挙では、加茂支所の期日
前投票所の設置期間短縮や「イオンモール高の原」に期日前
投票所を設置するなど、選挙事務の効率化・投票環境の向
上を図った。

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

27
職員駐車場使用料
の見直し

■
実施

職員駐車場として新たに活用する土地の追加も含め、その借地料
や維持管理経費等を利用者（職員）で負担するよう、職員駐車場
使用料の見直しを行います。

33
執務室複合機によ
る印刷費用の削減

■
実施

職員に対する啓発を行い、不要な印刷（特にカラー印刷）を抑制す
ることにより、コピー料金の削減に取り組み、平成29年度対比でカ
ラー印刷20％（598千円）減、モノクロその他印刷5％（248千円）減
を目指します。

総務課 997
職員への啓発を行うことにより、コピー印刷枚数を削減するこ
とができた。特に、カラー印刷の枚数を削減することにより、
コピー料金の経費を削減することができた。

主な
指標等

効果額
（千円）

29
観光振興事業の見
直し

■
実施

観光振興における課題を整理し、関係団体と相互に連携し、ター
ゲットに基づいた観光施策を展開します。

観光商
工課

3,683

主な取組みとして、観光パンフレット協会委託⇒プロポーザ
ル発注に変更（支出額 3,000千円⇒2,841千円：▲159千円）、
木津川アート委託⇒ 府補助金等による収入増加、レンタサイ
クル事業（H28：9,594,720円⇒H30：9,349,464円：▲245千円)
がある。

30
ふれあい農園事業
の廃止及び民間市
民農園の開設支援

■
実施

開設から25年が経過し、設備等の老朽化や農園の維持管理を現
状の経費で実施していくことが困難なため廃止を決定。同事業に
ついては、民間で開設することも可能なことから市の遊休農地対
策の一環として、民間での開設支援を実施します。

農政課

31 公用車の適正配置
■

実施

本庁公用車の稼働率を55％へ引き上げるため、本庁公用車の稼
働率が40％未満又は出先機関の稼働率30％未満の公用車配置
を廃止し、稼働率及び業務内容等を考慮しながら公用車適正台
数について検討します。また、中型バス（40人乗）を購入した後、
経年劣化の状態に応じてマイクロバス（24人乗、28人乗）1台を減
車します。

総務課 2,865
稼働率が低い車両及び経過年数10年以上の車両3台の廃車
を実施した。

観光振興事業委託料の見直し事業数（件）

（見直し前－見直し後）関連事業費

主な
指標等

財政効果額（千円）

人事秘
書課

3,174
本庁職員駐車場の場所や駐車台数を整理するとともに、職
員駐車場使用料の改定を行い適正に運用した。効果額

（千円）

28
コミュニティバス
の利用促進

■
実施

コミュニティバス実証運行事業について、これまでの年間利用者
数や地域公共交通網形成計画に定める平成31（2019）年度の目
標指標達成のため、地域公共交通総合連携協議会とともに、路線
や運行ダイヤ及び運行形態について検討します。

学研企
画課

木津川市地域公共交通総合連携協議会を開催し、利用しや
すく満足度の高い持続可能な公共交通づくりについて協議を
進めた。また、コミュニティバスの利用促進施策として、公共
交通だよりでの情報発信や1日フリー乗車券の販売を引き続
き取り組むとともに、新たにバス停のネーミングライツ（3件）
や公共交通の利用促進に係る標語の募集（741件）を実施し
た。

主な
指標等

効果額
（千円）

（H29年度－当該年度）市民農園事業充当一般財源

本庁公用車の稼働率（％）

当該年度の減車等による削減額

支所管理事業費（千円）

（H29年度－当該年度）支所管理事業費

コピー料金（千円）

（H29年度－当該年度）コピー料金

延べ年間利用者数（人）

市民農園事業充当一般財源（千円）

（当該年度－H29年度）職員駐車場使用料収入額
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No
大
No

重点改
革項目

小
No

小項目 行動計画項目 区分 行動計画項目内容
所管
部局

H30
H31
R1

R2 R3 R4
効果額

（実績累計）
（千円）

（平成３０年度）取組実績・特記 備考

検討年度 ⇒ 〇
評価 B

検討年度

評価 A

18,703

18,091

合併算定
替（千円） 18,091

検討年度

評価 A

0

388

合併算定
替（千円） 194

検討年度

評価 B

2,049

24

合併算定
替（千円） 24

検討年度

評価

1

295

合併算定
替（千円） 295

検討年度

評価

20

16,716

合併算定
替（千円） 16,716

検討年度 ⇒○
評価 A

検討年度 ⇒ ○
評価 A

効果的な行財政改
革推進手法の検討

□
検討

現在実施している執行目標や事務事業評価（行政評価）も含め、
より実効性の高い効率的な行財政改革手法を検討します。

行財政
改革推
進室

事務事業評価は、事業の評価方法を変更（4つの評価視点に
よる評価と総合評価）することで、現状をより詳細に把握でき
るようにした。また、執行目標は、円滑な事業実施に向け、市
長選挙年度と通常年度の実施スケジュールを整理した。執行
目標については、平成31年度に予定していた内容を前倒して
決定を行った。

40
各種事務事業の見
直し

●
集約

各課が実施した事務事業の見直し項目（行動計画設定項目を除
く）を集約し、財政効果額（見込み）を算出します。

行財政
改革推
進室

38
避難所用備蓄資機
材の見直し

■
実施

賞味期限の長い備蓄食糧等を購入することにより、経常的なラン
ニングコストを抑えるとともに、事務の効率化を図ります。

危機管
理課

24
飲料水などの備蓄食料については、品質が高く比較的賞味
期限の長い備蓄食料の購入に努めた。

39
各種事務事業に対
する民間活力の導
入

●
集約

各課が実施した民間活力導入項目（行動計画設定項目を除く、委
託・指定管理・ＰＰＰ等）を集約し、財政効果額（見込み）を算出しま
す。

行財政
改革推
進室

295

平成30年10月から、寄附件数と寄付額の増加及び人件費と
事務負担の削減を目的に、ふるさと納税の事務で民間委託
を行った。
※の項目は、決算確定後に数値記入

37
消防団本部役員研
修の見直し

■
実施

消防団幹部の知識と技術の向上並びに災害時における消防団対
応などを学ぶ機会として、先進地や被災地へ管外視察研修を実
施しているが、近隣市町村の研修実施状況等を鑑み、毎年実施し
ていた宿泊を伴う管外視察研修を平成30年度以降隔年に見直し
ます。

危機管
理課

388

平成29年度において、近隣市町村における消防団管外視察
研修の公費負担について調査した結果、隔年での管外視察
研修を実施している市町村の割合が多かったことを踏まえ、
消防団幹部と協議、木津川市消防団についても、平成30年
度以降、管外視察研修については、隔年実施にするよう見直
した。

3
事務事
業の見
直し

①
事務事
業の見
直し

36 防犯灯のLED化
■

実施
市内約8,500灯ある防犯灯をＬＥＤ化します。 総務課 18,091

市内全域の防犯灯LED化を実施した。また、効率的な維持管
理をすべく統合型GISを活用した維持管理システムを導入し
た。

主な
指標等

効果額
（千円）

42
窓口業務外部委託
の検討

□
検討

市民課を含むさまざまな庁内窓口業務を外部委託することで、財
政効果を上げている自治体がある。人口規模や庁舎の形態等に
も関係するが、当市の状況と比較して一定財政効果が見込める
か、かつ市民サービスにつながる便利な窓口となるか、市民課窓
口業務について近隣の先進地自治体を調査します。

市民課
窓口業務の外部委託を実施している8自治体の調査を行い、
結果を検証した。（視察4自治体・情報収集4自治体）

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

41

16,716
第3次行財政改革大綱と行動計画の策定にあたり、改めて全
庁的な改革を進めるよう周知した結果、初年度において20事
業、16,716千円の財政効果額を示すことができた。

防犯灯電気料金（千円）

（H29年度－当該年度）防犯灯電気料金

35
庁舎管理事業費の
見直し

□
検討

庁舎管理事業費の適正化及び効率化を図るため、ダイヤルイン
の活用等による電話交換手の勤務体制の見直しや、来庁者用駐
車場の管理適正化（目的外利用者の排除、有料ゲート化、借地の
返却等）に取り組みます。

総務課

令和元（平成31）年度の事業実施に向けて、プロポーザルに
より庁舎周辺駐車場及び加茂駅前駐車場の借受け業者の
選定を行うことができた。また、決定した業者と契約を締結
し、駐車場の管理運営及び必要工事等について調整を進め
ることができた。

(R1)来庁者
用駐車場の
財政効果額
は、H30-3で
計上。

主な
指標等

効果額
（千円）

（見直し前年度－当該年度）関連事業費

研修旅費の支出額（千円）

隔年実施による削減額

備蓄食糧等購入額（千円）

（H29年度－当該年度）備蓄食糧等購入額

新たな民間活力導入項目件数（件）

（新規民活導入前年度－当該年度）関連事業費

財政効果の生じた事務事業見直し件数（件）
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No
大
No

重点改
革項目

小
No

小項目 行動計画項目 区分 行動計画項目内容
所管
部局

H30
H31
R1

R2 R3 R4
効果額

（実績累計）
（千円）

（平成３０年度）取組実績・特記 備考

検討年度

評価 B

919,804

153,348

合併算定
替（千円）

153,348

検討年度

評価 B

55

9,259

合併算定
替（千円） 9,259

検討年度 ⇒ ⇒ ⇒ ○
評価 B

検討年度 ○⇒ ○
評価 C

検討年度

評価 B

1

0

合併算定
替（千円） 0

検討年度

評価 A

150

150

合併算定
替（千円） 150

検討年度

評価 A

16,002

16,002

合併算定
替（千円） 16,002

検討年度

評価 A

108

108

合併算定
替（千円） 108

49
市立小中学校管理
経費の削減

■
実施

市全体で進めている行財政改革、内部管理経費の削減につい
て、学校においても同様の危機感をもって臨まなければならない。
教育振興事業費については、子どもたちの学力向上や心の支援
等継続が必要な事業が多々ある中で、管理経費について教職員
等の意識改革と工夫・努力により削減を行います。

学校教
育課

16,002

小中学校学校管理事業費の中で、学校備品購入費及び消
耗品費について、5％削減に取り組んだ。その他管理経費に
ついても、教職員の意識改革に基づく努力により、削減を
行った。

50

業務委託、印刷製
本及び負担金等の
見直し（幼稚園事
業費）

■
実施

園の業務で業者委託となっている内容を見直し、園内で対応する
ことで、委託等の経費の削減を図ります。

学校教
育課（各
幼稚園）

108
夏祭りの照明器具の設置を見直し、各種研修会について実
施内容を精査し参加するなど、経費の削減を図った。

3
事務事
業の見
直し

47
道路台帳更新時期
の見直し

■
実施

現在、毎年度更新している道路台帳について、特別な事情のない
限り、平成31（2019）年度から更新の隔年化を実施します。

管理課 0
平成30年度については例年通り更新作業を実施した。隔年
化に向けて平成31（令和元）年度は更新を行わない。

43

「環境の森セン
ター・きづがわ」
稼働等に伴う廃棄
物収集運搬処理経
費の見直し

■
実施

「環境の森センター・きづがわ」稼働等に伴い、民間処理施設利用
の低減や分別区分の変更による収集運搬の効率化を図り経費の
見直しに取り組みます。

まち美化
推進課

153,348

平成30年9月からの「環境の森センター・きづがわ」の本格稼
働に伴い、民間施設利用の低減により経費の削減に取り組
んだ。また、10月からは分別区分の変更により収集運搬の効
率化を図った。

44 生活保護の適正化
■

実施

生活保護の適正化を行うため、就労可能な被保護者に対し就労
自立促進・就労支援・就労準備支援など対象者に応じた適切な就
労ができるよう相談及び支援を推進します。また、不正受給対策
及び医療扶助の適正化に取り組みます。

くらしサ
ポート課

9,259
就労支援促進事業において2名の就労支援員を配置し、被
保護者の自立に向けた就労支援を実施した。

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

48
チャレンジ学習事
業の廃止

■
実施

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

中学生を対象に補修学習を実施し、英語検定・漢字検定・数学検
定の各種検定に取り組む事業であったが、学校の先生による対
応で、平成28、29年度事業実績がなかったことから、平成30年度
から廃止します。

学校教
育課

150
チャレンジ学習について、学校の先生によって対応したこと
で、平成28年、平成29年と事業実績がなかったことから予算
措置を廃止した。

45
乳幼児相談・健診
等の効果的な実施

□
検討

各地域での対象児の変化等を踏まえ、乳幼児相談・健診等の有
効な実施方法を検討します。

健康推
進課

合併後の健診の受診率等を各保健センター毎に集計し、健
診担当医師に情報提供を行った。

主な
指標等

効果額
（千円）

46 道路照明のLED化
□

検討
道路照明のLED化を実施し、電気代の削減を図ります。 管理課

総務課所管の防犯灯ＬＥＤ灯取替業者が、道路照明灯の数・
種別など実態調査を実施した。今後は、平成31年度内に予
算化と全灯LED化を目指す。

(R1)検討年
度を変更

主な
指標等

効果額
（千円）

①
事務事
業の見
直し

ごみ処理事業費（千円）

（H29年度－当該年度）ごみ処理事業費

就労支援者数（人）

就労支援による当該年度の生活保護費削減額

道路台帳更新回数（回）

隔年実施による削減額

財政効果額（千円）

事業廃止による削減額

財政効果額（千円）

（H29年度－当該年度）小中学校管理経費【削減対策時】

財政効果額（千円）

（H29年度－当該年度）関連事業費
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No
大
No

重点改
革項目

小
No

小項目 行動計画項目 区分 行動計画項目内容
所管
部局

H30
H31
R1

R2 R3 R4
効果額

（実績累計）
（千円）

（平成３０年度）取組実績・特記 備考

検討年度 ○
評価 A

396

合併算定
替（千円） 396

検討年度 ○
評価 A

検討年度 ⇒ ⇒ ○
評価 B

検討年度 ○
評価 A

検討年度

評価 A

34

検討年度

評価 A

14,942

241

合併算定
替（千円） 241

検討年度

評価 A

5,508

2,190

合併算定
替（千円） 2,190

検討年度 ○
評価 B

54
文化財整理保管セ
ンター管理委託の
見直し

□
検討

①

H30
-1

リサイクル研修ス
テーションの見直
し

■
実施

平成30年9月にリサイクル研修ステーションを廃止するとともに、
関連事業等の内容を見直します。

まち美化
推進課

2,190
平成30年9月末でリサイクル研修ステーションを廃止し、跡地
は市倉庫として利用することとした。

55
行財政改革行動計
画の監査的視点に
よる検証

■
実施

議会事
務局

議会本会議（定例会及び臨時会）における会議録を、今まで議員
全員（22名）に配布していたが、各会派（6会派）への配布に変更
し、印刷製本費の削減に取り組みます。

■
実施

会議録印刷製本の
見直し

56

監査委員の役割は、事務の誤りを監視するだけではなく、市の行
財政運営を検証し、最小の経費で最大の効果が発揮できている
かどうかを視点に監査を行い、もって行財政改革に貢献すること
です。監査委員事務局は監査委員の指揮の下、木津川市の事務
事業の効果的・効率的な監査を実施し、課題が認められた場合
は、関係部署と課題解決に向けた建議を実施します。

行政委
員会事
務局

年間監査計画に沿って例月出納検査、定期監査、決算審査
等を実施した。平成30年度は新たな取り組みとして定期監査
にあわせて各課の郵便切手等の保管状況について事務局
監査を実施した。また、工事の経済性、効率性、有効性を高
めることを目的に専門的な知識を有した技術士による工事技
術調査2件を実施した。

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

事務事
業の見
直し

(R1)効果額算
定式を変更

平成30年度分の会議録から、各議員に配布していた会議録
（副本）を、各会派（無会派）に配布することに変更した。（配
布部数35部⇒19部）

241

(R1)R2年度
からは、区分
を「■実施」
に変更

主な
指標等

主な
指標等

効果額
（千円）

H30
-2

木津老人福祉セン
ター浴場の廃止

□
検討

設備の老朽化や利用者の減少などを踏まえ、木津老人福祉セン
ターの浴場を廃止します。

高齢介
護課

指定管理者と協議を行い、令和元（平成31）年度からの浴場
廃止を決定できた。また、不定期利用者への浴場廃止案内
を行い理解を得ることができた。

(R1)R2年度か
らは、区分を
「■実施」に変
更

主な
指標等

効果額
（千円）

効果額
（千円）

53
高齢者教育事業の
見直し

□
検討

平成29年度に整理した内容(6事業から4事業に再編)に基づき、当
面の間は現行のとおり事業を実施しながら、この間の実績等を分
析して再度事業見直しを検討します。

社会教
育課

開講式、近隣市町村巡り、社会見学、閉講式の4事業におけ
る参加人数、市有バス利用台数及び乗車人数の把握、分析
を行った。

主な
指標等

効果額
（千円）

52
図書館運営の見直
し

□
検討

51 移動図書館の廃止
□

検討

文化財整理保管センターと文化財整理保管センター分室（くにの
みや学習館）の維持管理については、それぞれ、南加茂台シル
バークラブと瓶原まちづくり協議会に委託しています。この内、文
化財整理保管センターについては、利用者が減少していることか
ら、文化財保護課が直接維持管理することを検討します。

文化財
保護課

令和元（平成31）年度以降のシルバークラブの利用につい
て、お互い合意の上覚書を締結して、活動に支障のないよう
調整を図った。

(R1)R2年度
からは、区分
を「■実施」
に変更

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

図書館運営のあり方を見直し、利用の多い木津西部方面をはじ
め、市全体における業務効率を高めるため、奈良市との連携を進
め、平成30年度後半より『奈良市立北部図書館』の利用開始を目
指し、図書館の運営と利用サービスの充実を図ります。

社会教
育課

平成30年8月30日:木津川市民の北部図書館利用に関する覚
書締結／9月30日：利用開始　※開始式を予定していたが、
台風24号の影響により中止した。（ｵｰﾌﾟﾆﾝｸﾞｲﾍﾞﾝﾄは実施）
平成31年3月末 利用登録1,549人、平成30年度 利用者数
5,883人、貸出冊数 18,505冊

図書館運営のあり方を見直し、移動図書館車の平成30年度末廃
止に向けた検討を進めます。

社会教
育課

396

廃止決定し、関係例規の改正を行った。平成31年3月末に廃
止し、館車は令和元（平成31）年度に売却予定である。
当該年度は実質2月末まで運行（3月はｼｽﾃﾑ更新により運
休）していたため、財政効果としては3月末に実施しなかった
車検費用のみである。

監査委員意見及び指摘事項等の改善促進（件）

議会運営事業費関連経費（千円）

（H29年度－当該年度）印刷製本費

リサイクル研修ステーション管理運営事業費（千円）

当該年度関連事業費－平成29年度関連事業費

（見直し前－当該年度）関連事業費

3
事務事
業の見
直し
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No
大
No

重点改
革項目

小
No

小項目 行動計画項目 区分 行動計画項目内容
所管
部局

H30
H31
R1

R2 R3 R4
効果額

（実績累計）
（千円）

（平成３０年度）取組実績・特記 備考

検討年度 ⇒ ○
評価 B

2,000

合併算定
替（千円） 2,000

検討年度

評価 A

407

41
合併算定
替（千円） 41

検討年度 ○

評価 B

検討年度

評価 B

2,077

196

合併算定
替（千円） 196

検討年度 ○⇒ ○
評価 B

2,138

合併算定
替（千円） 2,138

検討年度 ○⇒ ○
評価 B

▲ 3,018

合併算定
替（千円）

▲ 3,018

検討年度 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
評価 B

0
検討年度 ○

評価 A

61
福祉医療費（障害
者）助成事業の見
直し

□
検討

福祉医療費（障害者）助成制度について、市上乗せ分の支給対象
範囲や所得基準のあり方を検討します。

国保年
金課

2,138

市独自の上乗せ分として実施していた「府基準を超えた対象
者への助成」を廃止。平成30年9月条例改正し、令和元（平成
31）年8月施行とした。引き続き、支給対象範囲について検討
する。

(R1)検討年
度を変更

62
重度心身障害老人
健康管理事業の見
直し

□
検討

重度心身障害老人健康管理事業について、市上乗せ分の支給対
象範囲や所得基準のあり方を検討します。

国保年
金課

▲ 3,018

市独自の上乗せ分として実施していた「府の所得基準を超え
た対象者への助成」を廃止。平成30年9月要綱改正し、令和
元（平成31）年8月施行とした。引き続き、支給対象範囲につ
いて検討する。平成30年度は医療費の増加により、事業費
が増加している。

60

主な
指標等

効果額
（千円）

57
商工会補助金の見
直し

□
検討

商工会の業務と補助金のあり方について検討し、業務の空洞化を
招かないよう留意した補助金の削減に取り組みます。

観光商
工課

2,000

商工会との協議で補助金について検討した結果、2,000千円
の減額を行った。引き続き、定期的な商工会との情報交換会
を通じ、補助金のあり方についてヒアリング・効果的な市内商
工業の振興に向けた協議を行う。

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

63
外郭団体の見直し
（社会福祉協議
会）

□
検討

市と社会福祉協議会との関係のあり方について整理し、今後の方
向性・改善案を検討します。また、法人監査を実施するとともに、
委託料・補助金等の適正化、経営改善の支援策などについて引
き続き協議を行います。

社会福
祉課

これまでと同様に、市社協と連絡調整や課題・懸案事項の解
消について毎月1回協議を実施し、市社協に対する補助金交
付への精査に努める。

(R1)R2年度
からは、区分
を「■実施」
に変更

主な
指標等

効果額
（千円）

64
外郭団体の見直し
（シルバー人材セ
ンター）

□
検討

市とシルバー人材センターとの関係のあり方について整理し、今
後の方向性・改善案を検討します。また、これに基づき、補助金等
の適正化、経営改善の支援策などについて協議を行います。

高齢介
護課

シルバー人材センターとの協議を行い、令和元（平成31）年
度から、平成30年度比較で25％の削減を実現できた。また、
次年度以降、シルバー人材センターの経営状況・周辺自治
体の状況を考慮し、補助金支出について検討していくことを
決定した。

(R1)R2年度
からは、区分
を「■実施」
に変更

主な
指標等

効果額
（千円）

事務事
業の見
直し

(R1)検討年
度を変更

58
実行組合活動補助
金の見直し

■
実施

合併前の旧3町で実行組合の活動内容に差があり、合併後に業
務内容については整理されたが、補助金については経過措置を
設けて現在調整中。2022年度を目途に整理できる見込み。

農政課 41

■
実施

災害発生の際にその機能を十分に発揮できるよう自主防災組織
等の活動の促進を図るため、各自主防災組織に対し助成金を交
付しているが、持続可能な助成事業を継続させるため、段階的に
助成金の見直しを実施します。

危機管
理課

196
平成29年度において、自主防災組織等活動助成金交付要綱
を見直し、平成30年度～令和元年度にかけて、段階的に助
成制度の見直しを実施する。

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

59
行政地域制度関連
補助金の見直し

□
検討

地域活動支援交付金について、平成31（2019）年度改正にむけ
て、交付金額及び交付対象事業の見直しを検討します。集会所整
備等事業補助金について、平成31（2019）年度改正にむけて、補
助金対象事業の見直し、補助金対象事業費の下限額の設定等を
検討します。

総務課

集会所整備等事業補助金については、補助対象事業費に下
限額を設け、軽微な修繕は、地元地域において対応していた
だくべく制度の改正を行うことができた。地域活動支援交付
金については、交付金総額の算出単価及び均等割額の見直
し、交付対象外内容の明確化などの制度改正を行うことがで
きたが、交付金総額の算出単価及び均等割額の見直しにつ
いては、地域長会の意見を踏まえ1年間据え置くこととなっ
た。

(R1)R2年度
からは、区分
を「■実施」
に変更

主な
指標等

効果額
（千円）

平成30年度についても一定割合の削減に努めた。
（H29年度－当該年度）農家実行組合補助金額

助成金支出額（千円）

（H29年度－当該年度）助成金額

福祉医療助成（障害者）事業費（H29決算額－当該年度決算見込額）

重度心身障害老人健康管理事業費（H29決算額－当該年度決算見込額）

（H29年度－当該年度）人件費補助等関連事業費

（H29年度－当該年度）補助金額

農家実行組合補助金額（千円）

3

②

補助金
等・団体
支援の
見直し

③
外郭団
体の見
直し

自主防災組織等活
動助成金の見直し
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No
大
No

重点改
革項目

小
No

小項目 行動計画項目 区分 行動計画項目内容
所管
部局

H30
H31
R1

R2 R3 R4
効果額

（実績累計）
（千円）

（平成３０年度）取組実績・特記 備考

検討年度 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
評価 B

検討年度 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
評価 B

検討年度 ○
評価 B

検討年度 ⇒ ⇒ ○
評価 A

検討年度

評価 A

1

27

合併算定
替（千円） 27

検討年度

評価 B

1

検討年度

評価

24

検討年度

評価 B

297,478

▲ 8,364

合併算定
替（千円）

▲ 8,364

検討年度 ⇒ ○
評価 C

主な
指標等

効果額
（千円）

73
放課後児童クラブ
の運営方法の検討

□
検討

公立児童クラブの運営に係る指定管理制度等の検討を行い、事
務軽減や人件費の削減を図ります。

こども宝
課

導入自治体の視察を行うなど実施検討を行っている状況で
あるが、全体の事業費のボリューム、導入手法の精査等によ
り導入タイミングに課題を残している状況である。

主な
指標等

効果額
（千円）

69
市営住宅の長寿命
化計画の策定・実
施

■
実施

計画修繕として、修繕周期を踏まえて定期的な点検を行い、適切
な時期に予防保全的な修繕を行うことで、居住性・安全性等の維
持・向上を図り、市営住宅の効用を維持し、長期的に活用するとと
もに、質の向上のための個別改善を行います。また、空家の市営
住宅については、できるだけ速やかに解体・用途廃止を行いま
す。

主な
指標等

効果額
（千円）

70
道路・橋梁の長寿
命化計画の更新と
推進

■
実施

現在の「道路舗装修繕計画」並びに「橋梁長寿命化計画」を更新
し、計画どおりの修繕を推進します。

管理課

京都技術サポートセンターへの一括発注委託で、橋りょう定
期点検16橋を実施した。橋りょう長寿命化補修工事1橋(市道
木91号鹿背山北之庄線の木津地内、豊楽橋)を実施した。ま
た舗装修繕工事については、2路線、市道木181号北之庄菅
井線(吐師地内)で L=303m 並びに市道山48号不動北線(山
城町綺田地内)で L=322mを実施した。

主な
指標等

効果額
（千円）

71
指定管理者評価制
度の推進

●
集約

「指定管理者制度の採用と指定に関する指針」に基づくモニタリン
グ調査や利用者アンケート等の状況と、業務改善指示への対応
等を確認しながら、制度の推進を図ります。

行財政
改革推
進室

山城町森林公園については、モニタリング調査を行えていな
かったため、担当部署に次年度からの実施を依頼した。木津
老人福祉センターは、施設工事に伴い半年間センターを閉館
していたため、担当部署と事前調整した上、平成30年度のモ
ニタリング調査は行っていない。やすらぎコミセンは、モニタリ
ング調査を年1回しか行えていなかったため、指針に基づき、
原則として年2回の実施を担当部署に依頼した。

こども宝
課

▲ 8,364

平成30年度は令和元年度民営化対象園である兜台保育園
の土地購入費2億6千万円、URの関連公共事業費繰上償還
7,100万円の支出を行い民営化移行のベースを整えることが
できた。なお、民営化予定の公設公営園の事業費は減額と
なっているが、兜台保育園の運営費が単価改正等により増
額しているため、効果額としてはマイナスとなっている。

主な
指標等

効果額
（千円）

施設整
備課

27

木津川市営住宅ストック総合活用（長寿命化）計画に基づく
安全性確保型事業として、エレベーター改修（下川原団地、
兎並団地）を実施した。
市営住宅用途廃止物件（1件）を解体した。

72
市立保育園の民営
化等の推進

■
実施

木津川市公立保育所民営化等実施計画に基づく、1期計画の民
営化等を実施します（兜台保育園・木津川台保育園・相楽台保育
園・木津保育園分園・やましろ保育園分園）。また、2021年度に1
期の検証を行います。

67
公共施設のマネジ
メント

□
検討

平成28年度に策定した公共施設等総合管理計画に基づく施設類
型別の個別施設計画を策定し、計画期間における当初10年間で
対策が必要な施設ごとに長寿命化、集約化・複合化、廃止といっ
た方針を定め、計画の実行・推進によって財政負担の軽減を図り
ます。

財政課

施設所管課との協議を踏まえ、個別施設計画の素案を作成
し、平成30年度第3回木津川市行財政改革推進本部会議に
て提案、施設類型のうち「集会所」「センター」「児童館」の内
容は決定されたが、その他は基準の設定等も含めて再検討
の指示があった。

(R1)R2年度
からは、区分
を「■実施」
に変更

主な
指標等

効果額
（千円）

68

加茂人権センター
の改修及び小谷児
童館の複合化、小
谷児童館・小谷下
教育集会所撤去及
び跡地利用の検討

□
検討

加茂人権センターの小谷児童館との複合施設へ向けた改修
（2019【H31】年度）、小谷児童館・小谷下教育集会所の撤去解体
及び跡地利用（2020【H32】年度）について、担当課・庁内関係部署
及び京都府との連携調整、利用者・地元等への説明・協議を総合
的に進めます。

人権推
進課

関係課協議、京都府との補助金等の協議は、順調に進み連
絡を密にしている。地元協議は令和元年度早々に実施する
予定であり、地元の要求も汲み取り、計画を改善していく。設
計については順調に進み、事前工事を平成30年度末から実
施している。

主な
指標等

効果額
（千円）

□
検討

市内の緑化推進を図るため、木津川市公園都市緑化協会の事業
内容を精査し、今後の方向性・改善案を検討します。

管理課

アサヒビール吹田工場並びに勝尾寺において庭園視察（平
成30年6月26日）し、剪定等の研修を実施した。また、平成30
年度に引き続き、外郭団体の協会理事及び評議員として、事
業内容を精査し、健全運営に向けた指導等を継続して行うこ
ととする。

主な
指標等

効果額
（千円）

66

外郭団体の見直し
（緑と文化・ス
ポーツ振興事業
団）

□
検討

市と緑と文化・スポーツ振興事業団のあり方について整理し、今
後の方向性等を検討します。

社会教
育課

公益財団法人としての事業内容を確認し、法人の自立的運
営等に配慮しながら、助言や指導等を継続して行うこととし
た。

主な
指標等

効果額
（千円）

改善事業の実施回数（回）

（H29年度－当該年度）管理戸数×1戸当たり修繕費

補修橋りょう数（橋）

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査、利用者ｱﾝｹｰﾄ実施回数（回）

対象保育所運営事業費（経常経費）の一般財源額（千円）

（H29年度－当該年度）対象保育所運営事業費（経常経費）一般財源額

外郭団体の見直し
（公園都市緑化協
会）

3
事務事
業の見
直し

③
外郭団
体の見
直し

4
公共施
設の総
合管理

①
公共施
設のマネ
ジメント

②

公共施
設の民
営化、民
間委託

65
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No
大
No

重点改
革項目

小
No

小項目 行動計画項目 区分 行動計画項目内容
所管
部局

H30
H31
R1

R2 R3 R4
効果額

（実績累計）
（千円）

（平成３０年度）取組実績・特記 備考

検討年度 ⇒ ⇒ ⇒ 〇
評価 B

検討年度

評価 A

483

20,336

合併算定
替（千円） 8,289

検討年度

評価 B

1

0

検討年度 ⇒ ○
評価 B

検討年度

評価 B

1

88,865

合併算定
替（千円） 180

検討年度 ⇒ ○
評価 B

検討年度

評価

1

443

合併算定
替（千円） 443

検討年度

評価 B

405

25,743

合併算定
替（千円） 25,743

ふるさとチョイスやさとふるなど、ふるさと納税ポータルサイト
の活用に引き続き取り組むとともに、京成電鉄ドア横ステッ
カー広告により、首都圏へ本市ふるさと納税のPRを実施し
た。寄附件数及び寄附金額は、前年度から大幅に増加した。

20,336
学研企
画課

ふるさと納税ポータルサイト（ふるさとチョイス）による申込みや、ク
レジット納税に引き続き取り組むとともに、魅力ある地域特産物な
どの記念品を強化し、ふるさと納税の充実に向けた効果的な取り
組みの調査研究を進めます。また、記念品送付や事業者への発
注業務を委託することで、経費の削減を図ります。

■
実施

ふるさと納税の増
強

78
未利用、低利用資
産の有効活用

■
実施

利用計画のない市有財産（土地、備品）のうち、売却が見込めるも
のについては入札等による売払いを進めます。また、事業予定地
や売却予定地の短期貸付、行政財産の有料広告募集など、収入
確保に向けてさまざまな取組を進めます。

財政課 88,865

木津駅東公共用地を駐車場運営事業者に貸付開始（平成30
年11月～）した。また、加茂支所3階未利用スペースを「ＮＰО
法人手をつないで」に貸付開始（市の補助金交付期間は、光
熱水費実費を除き使用料は免除）し、上狛野日向の市有地1
件と公用車2台の売払いを行った。

80
有料広告等による
自主財源の確保

●
集約

各課が実施した有料広告等の取り組み（行動計画設定項目を除
く）を集約し、財政効果額（見込み）を算出します。

行財政
改革推
進室

443
平成30年度から新規案件として、市役所庁舎等他6施設に広
告付きＡＥＤを設置した。なお、令和元年度から1件の新規案
件（バス停ネーミングライツ）に取り組むことを決定した。

81

ごみ有料化による
更なるごみ減量・
リサイクル施策の
推進

■
実施

ごみ有料化の実施により、市民がごみ減量に関心を持ち、経済的
インセンティブの働きにより3Rの推進、ごみの発生抑制などごみ
減量に向けた実践行動を促します。また、ごみ有料化で得られた
収入の一部をごみ減量・リサイクル施策に活用することで更なるご
みの減量、リサイクル施策の推進に取り組みます。

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

まち美化
推進課

25,743
広報や啓発事業によりごみの減量化推進を周知するととも
に、10月からのごみ有料化により、ごみの発生抑制などごみ
減量に向けた実践行動を促した。

77
森林公園施設の維
持管路経費の見直
し

□
検討

「山城町森林公園」の継続的かつ安定的な運営を行うため、施設
の維持管理費用を市の一般財源に頼ることなく、受益者負担や国
の森林環境税、府の豊かな森を育てる府民税等を活用できるよう
検討します。

農政課
平成30年11月に農林水産省の『「農泊」の推進』に関する交
付金を活用して長寿命化を図ることを政策決定し、平成31年
度農山漁村振興交付金事業実施提案を行った。

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

79 使用料等の適正化
□

検討
2019（H31）年10月実施予定の消費税10％への対応も含め、全庁
的に適正な受益者負担の設定に向けた検討を行います。

行財政
改革推
進室

令和元年10月に施行が予定されている消費税10％への対応
だけではなく、合併以降取り組めていなかった、市全体の「使
用料等のあり方」について検討することとし、方針（案）の策
定に取り組んだ。

主な
指標等

効果額
（千円）

①

歳入の
確保と歳
出の抑
制

主な
指標等

効果額
（千円）

76 企業誘致の促進
■

実施

地域経済の活性化及び雇用の創出による市税収入の向上のた
め、企業誘致活動を推進します。また、既に立地している企業の
サポートを行うことで事業拡大を促し、増設を支援します。

観光商
工課

0

関係機関等と連携し、市内事業用地をPRした結果、平成30
年度中は1件の新規事業用地獲得（誘致）を実現した。
さらに誘致決定企業の新規操業開始に向け支援を行った
が、企業内調整や設備設置スケジュールの兼ね合いから1件
の操業開始となった。しかし目標としていた残る1件について
も、平成31年4月1日に操業開始を予定している。
引き続き、積極的なサポートに努めながら、新規誘致案件の
獲得と早期操業の実現を目指す。

主な
指標等

効果額
（千円）

75

74
公立幼稚園の民営
化及びこども園化
等の検討

□
検討

公立幼稚園の再編及び民営化、認定こども園移行等について検
討します。

学校教
育課

事例研究・調査等、検討を進める。
主な

指標等

効果額
（千円）

当該年度のふるさと応援寄附額

新規及び増設操業開始企業数（社）

H30年度以降の操業開始誘致企業に係る固定資産税相当額（土地除く）

市有財産活用による収入件数（件）

当該年度の（財産売払収入額＋新たな財産運用収入額）

新規有料広告導入件数（件）

当該年度の有料広告収入額

家庭系可燃ごみ排出量（g/人・日）

当該年度の（ごみ袋販売収入額-袋作成等経費）

ふるさと納税寄附件数（件）

4
公共施
設の総
合管理

②

公共施
設の民
営化、民
間委託

5

行財政
システ
ムの確
立
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No
大
No

重点改
革項目

小
No

小項目 行動計画項目 区分 行動計画項目内容
所管
部局

H30
H31
R1

R2 R3 R4
効果額

（実績累計）
（千円）

（平成３０年度）取組実績・特記 備考

検討年度

評価 ※

※

検討年度 ⇒ ○

評価 C

検討年度 ⇒ ⇒ ⇒ ○
評価 B

1,100

合併算定
替（千円） 1,100

検討年度 ○⇒ ○
評価 C

検討年度 ⇒ ○
評価 B

検討年度 ○⇒ ○
評価 B

検討年度 ○
評価 A

検討年度

評価 A

27,109

27

合併算定
替（千円） 27

検討年度

評価 A

2,250

2,250

合併算定
替（千円） 2,250

1,100
健康推
進課

総合がん検診事業について、自己負担額及び免除要件の見直し
を検討します。また、国・府等の補助金の活用も含め収入の確保
を図ります。

□
検討

総合がん検診の見
直し

84

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

H30
-4

有料広告付き窓口
番号案内システム
の導入

■
実施

前窓口番号案内システムの老朽化に伴い、平成30年6月、有料広
告を搭載した新たな窓口番号案内システムを導入します。

市民課 27
平成30年6月に新たな広告付き番号案内モニターを設置し
た。

平成30年6月7日に募集要項等を公表し、同年8月7日にプロ
ポーザル審査を実施。優先交渉権者を大和ハウスパーキン
グ株式会社に決定し、11月から駐車場として運用を行った。

歳入の
確保と歳
出の抑
制

2,250
都市計
画課

木津駅東側市有地における土地活用事業として、暫定的な駐車
場事業用地として民間への貸出しを行い、新たな収入確保や管理
運営の低減を目指します。

■
実施

個別がん検診（乳がん・子宮頸がん）及びクーポン事業につ
いて、平成30年度から、印刷費用や発送費用などの準備費
用も府補助金の対象となるように変更した。

□
検討

適正な受益者負担の設定に向けて検討を行います。
学校教
育課

適正な受益者負担について、引き続き検討を進める。
主な

指標等

効果額
（千円）

87
公民館講座（受益
者負担）の見直し

□
検討

従来から無償としていた受講料（講座材料費は徴収）について、受
益者負担のあり方を検討します。

社会教
育課

各種講座の受益者負担割合の積算を行ったが、今後、市全
体での消費税増税に関する受益者負担の方針等と同時期に
検討することとなった。

（R1）検討年
度を変更

主な
指標等

効果額
（千円）

5

行財政
システ
ムの確
立

①

H30
-3

本庁舎駐車場と加
茂駅前駐車場の貸
付による活用

□
検討

本庁舎駐車場と加茂駅前駐車場を民間会社のノウハウを活かし
て運営することにより、来庁者の利便性を図り、適正且つ効率的
な運営管理を行います。

総務課

令和元（平成31）年度の事業実施に向けて、プロポーザルに
より加茂駅前駐車場の借受け業者の選定を行うことができ
た。また、決定した業者と契約を締結し、駐車場の管理運営
及び必要工事等について調整を進めることができた。

(R1)R2年度
からは、区分
を「■実施」
に変更

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

主な
指標等

効果額
（千円）

85
市道への有料広告
の導入

□
検討

市道への有料広告の導入を検討・実施します。 管理課

有料広告の導入個所として想定する駅自由通路において、
同様の施策を実施している奈良県斑鳩町（ＪＲ法隆寺駅）に
て、導入状況を視察した。近隣で先例となる自治体が同町以
外になく、対象となる駅舎（自由通路等）の構造も異なること
から、市独自の方法で掲示場所の設置、関連条例の整備を
行い、平成31年度の実施を目指す。

(R1)検討年
度を変更

主な
指標等

効果額
（千円）

82
庁舎等の省エネ対
策の推進

■
実施

「木津川市地球温暖化対策実行計画（事務事業編2018年度策定
予定）」に基づき、各種の省エネ対策を推進します。そのため、定
期的な周知、職員研修の実施、状況の集約・公表等に取り組みま
す。

まち美化
推進課

平成30年度の木津川市の事務事業による温室効果ガスの
総排出量を算定するため、庁内調査を実施・集約した。また、
算定した総排出量等について、市HPで公開した。
※の項目は、平成30年度の温室ガス排出量を算定次第、記
載。

主な
指標等

効果額
（千円）

83
保育所等利用者負
担額の見直し

□
検討

保育所等利用者負担額は、公立は市が、私立は運営法人が徴収
しています。市の基準額は、平成28年度で国基準の保育所等利
用者負担額の48.6％となっており、受益者負担の観点から、国基
準の70％となるよう見直しを図ります。また、徴収率の向上を引き
続き図るとともに、2019（平成31）年10月に予定されている保育料
無償化の動向にも対応し、2019（平成31）年度での改正も検討しま
す。

こども宝
課

平成30年度に「利用者負担のあり方について」の案をまとめ
たが、実施に当たっては実施の判断や令和元年10月1日から
の教育・保育の無償化の状況とあわせ十分検討する必要が
ある。

主な
指標等

効果額
（千円）

(H30-H29）府補助金

広告収入（円）

広告収入

木津駅東側土地貸付収入（千円）

土地貸付収入

温室効果ガス総排出量削減率[2013年度比]（％）

86
幼稚園バス使用料
の見直し

木津駅東側市有地
の貸付による活用

H30
-5
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No
大
No

重点改
革項目

小
No

小項目 行動計画項目 区分 行動計画項目内容
所管
部局

H30
H31
R1

R2 R3 R4
効果額

（実績累計）
（千円）

（平成３０年度）取組実績・特記 備考

検討年度

評価

104

検討年度

評価 B

1

検討年度

評価 B

8,492

8,492

合併算定
替（千円） 8,492

検討年度

評価 B

8,890

8,890

合併算定
替（千円） 8,890

検討年度

評価 B

19,108,411

検討年度 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
評価 B

検討年度 〇
評価 B

検討年度 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
評価 C

▲ 9,531

検討年度 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
評価 B

11,528

社会教
育課

8,890

京都府の関係課（青少年課、商工労働観光部、自治振興課
等）と情報共有を行いながら、経営を希望する事業者を模索
している状況である。また、事業者募集要項等の検討を行っ
た。

90
加茂プラネタリウ
ム館の廃止

■
実施

平成29年度末をもって加茂プラネタリウム館を廃止。引き続き、跡
地の利活用について、利活用希望者の公募等を行います。

社会教
育課

8,492

京都府の関係課（青少年課、商工労働観光部、自治振興課
等）と情報共有を行いながら、経営を希望する事業者を模索
している状況である。また、事業者募集要項等の検討を行っ
た。

96
特別会計の見直し
（国民健康保険財
源の確保）

□
検討

国保財政を支える新たな財源として、国の特別調整交付金（保険
者努力支援分）の獲得に向け、新たな健康づくり事業等に積極的
に取り組むとともに、医療費総額の抑制を図ります。

国保年
金課

11,528
従来の評価指標の向上に加え、新たに「第三者行為（交通事
故等）による救急搬送情報提供に関する覚書の締結など」に
取り組むなど、国交付金の増額を得た。

(R1)効果額
算定式を変
更

主な
指標等

効果額
（千円）

消防組合について、方向性の整理及び先進地事例の研究を
行った。今後も担当課長会議等において、本市における要望
を訴えるとともに、一部事務組合との連携を強化し、防災・救
急面等における市民サービスの向上を目指していく。

主な
指標等

効果額
（千円）

95
特別会計の見直し
（国民健康保険事
業）

□
検討

国民健康保険特別会計の安定化のため、毎年度、国民健康保険
事業の状況を分析し、計画的に保険税・保険給付等の適正化を
図ります。また、負担の公平性を踏まえ人間ドック助成額の見直し
を図ります。

国保年
金課

▲ 9,531
人間ドック助成の見直しに向け研究を実施した。令和元（平
成31）年度以降も継続して取り組む。

主な
指標等

効果額
（千円）

93

一部事務組合の改
革
（相楽郡広域事務
組合）

□
検討

相楽郡広域事務組合の効率化等について、木津川市としての取
り組みや中長期的な方向性を整理します。

学研企
画課

理事者会及び幹事会にて、事務組合の行政目的の推進、事
務事業の効率化などについて、構成市町村と協議を進めた。
また、第3次ふるさと市町村圏計画に基づき、情報発信や「お
茶の京都」を活用した観光事業に取り組んだ。

主な
指標等

効果額
（千円）

91
加茂青少年山の家
の運営停止

■
実施

平成29年度末をもって運営を停止。当建物の利活用について、地
域振興に資する活用や利活用希望者の公募を実施します。施設
の利活用については、施設の所有者である京都府と協議を継続し
ます。

③

未利用、
低利用
資産の
有効活
用

94

一部事務組合の改
革
（相楽中部消防組
合）

□
検討

相楽中部消防組合の効率化等について、木津川市としての取り
組みや中長期的な方向性、老朽化した消防庁舎の移転等も含
め、検討します。

危機管
理課

89
加茂プール跡地の
利活用

■
実施

平成30年度に、加茂プール跡地利用の促進を図るための測量を
行います。

社会教
育課

土地境界が未確定であるため境界を確定し、必要な資料を
整備した。

主な
指標等

効果額
（千円）

測量等の実施（回）

5

行財政
システ
ムの確
立

⑤

地方公
営企業
会計、特
別会計
等の見
直し

（ア）地
方公営
企業の
改革
（イ）特別
会計の
見直し
（ウ）一
部事務
組合の
改革

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

主な
指標等

効果額
（千円）

92 ④
予算編
成の改
革

予算編成の改革
■

実施

各年度の当初予算要求にあたり、義務的経費を除く経常一般財
源所要額に関して、各部局ごとに予算要求枠を配分します。あわ
せて、普通建設事業費などの臨時的経費についても収入見込み
を勘案して一般財源を配分し、予算総額に対する一般財源所要
額の目標を掲げます。

財政課

平成31（令和元）年度予算編成に先立ち、人件費（臨時職員
雇用経費を含む）、扶助費、公債費を除く経常経費に係る一
般財源所要額の予算要求枠を設け、予算要求にあたって各
部局ごとに枠内におさめるよう要請した。予算編成要領（総
務部長通知）で、経常経費について一般財源所要額総額を
前年度以下を目指すことを明記した。

88 ②

入札・契
約制度
の適正
運用

入札・契約制度の
適正運用

●
集約

入札・契約業務について競争性を確保しつつ、透明・公正・公平性
及び効率性を高めるため、より適正で的確な入札・契約制度への
改正を推進します。そのため、電子入札制度の導入や入札・契約
の過程等の公表にも積極的に取り組みます。

指導検
査課

入札公告から落札決定に至るまでの各段階における複数
チェックの徹底、「内訳書の提出・調査の厳格化」に基づく落
札候補者の重点的調査などを引き続き実施し、適正で誤りの
ない電子入札の執行を行った。また、市内業者の救済措置と
して年度中間期に指名願臨時受付を実施したほか、公共工
事の品質確保等の観点から、適切な労務単価への対応、社
会保険未加入対策として下請け契約時の法定福利費の明示
についても啓発を行った。さらに変更契約が適正に実施され
るよう設計変更ガイドラインの作成・周知を行った。

主な
指標等

効果額
（千円）

財政効果額（千円）

（H29年度－当該年度）関連事業費

財政効果額（千円）

（H29年度－当該年度）関連事業費

翌年度当初予算における一般財源所要額（千円）

国保人間ドック助成の（H29決算額－当該年度決算見込額）

国交付金（保険者努力支援分）の（当該年度決算見込額-H29決算額)

電子入札実施回数（回）



　■第３次木津川市行財政改革行動計画項目一覧（平成３０年度末） 評価［Ｓ：特に良好に進捗、Ａ：良好に進捗、Ｂ：概ね進捗、Ｃ：進捗に課題あり］ 資料1－1

13

No
大
No

重点改
革項目

小
No

小項目 行動計画項目 区分 行動計画項目内容
所管
部局

H30
H31
R1

R2 R3 R4
効果額

（実績累計）
（千円）

（平成３０年度）取組実績・特記 備考

検討年度 ⇒ ⇒ ○
評価 C

▲ 2,043

検討年度 ⇒ ⇒ 〇

評価 A

検討年度 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
評価 A

83
検討年度 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

評価 B

13,612
検討年度 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

評価 B

検討年度 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
評価 A

10,000

481,741 481,741

288,009 288,009
合併算定替終了対策額（平成３０年度末現在）（千円）

（目標：令和3年度において3.5億円以上の改革効果）

102
地方公営企業の改
革
（水道会計）

□
検討

水道事業会計の安定化のため、毎年度、水道事業の経営状況を
分析し、公表します。また、定期的な「木津川市水道料金及び公
共下水道使用料審議会」の開催、滞納対策、経費の節減、他団体
との事務の共同化・広域化の検討、中長期的視野に立った公営
企業の経営手法の確立等に取り組みます。

水道業
務課

10,000
平成30年10月から隔月検針を実施した。また、平成31年3月
に経営戦略を策定し、平成31（令和元）年度予算で財政調整
基金繰入金を皆減した結果、実質的に黒字となった。

主な
指標等

効果額
（千円）

100

一部事務組合の改
革
（国民健康保険山
城病院組合）

□
検討

京都山城総合医療センターについて、地域における持続可能で安
定した医療サービスが提供されるよう、平成26年に策定された第
三次経営計画の進捗状況を毎年、点検・確認します。

健康推
進課

13,612
病院事業の業務状況報告を受け、第3次経営計画の進捗状
況を確認した結果、人件費について増額を見たが、概ね予定
どおりの進捗状況であった。

主な
指標等

効果額
（千円）

101
地方公営企業の改
革
（下水道事業）

□
検討

平成30年度において「経営戦略」を策定し、経営基盤の強化、投
資の合理化に順次取り組みます。経営基盤の強化では組織体制
の見直し、収納率の向上、接続率の向上など、投資の合理化で
は、効率的な施設整備、老朽施設の更新投資額の平準化などに
取り組みます。また、下水道使用料については、「木津川市水道
料金及び公共下水道使用料審議会」を開催し審議会に諮問し使
用料の適正化を図ります。

下水道
課

経営戦略の策定を行った。
主な

指標等

効果額
（千円）

保険料滞納対策としての徴収訪問を強化した。また、平成30
年度から滞納者全員を財産調査対象と改め、結果に基づく
差押予告書発送対象者に対し、発送前の訪問を実施した結
果、納付成果を得た。

主な
指標等

効果額
（千円）

98

一部事務組合の改
革
（木津川市精華町
環境施設組合）

□
検討

今期における相楽郡西部塵埃処理組合（平成30年9月13日に組合名称
変更）に対する経費負担を縮減する上で、打越台環境センターの撤去工
事の計画的かつ効率的な取り組みが必要となることから、その内容につ
いて、構成市町間で十分な協議・調整を図り、本市としての負担範囲を定
め、進捗確認を行うこととします。また、打越台環境センター撤去後の組
合派遣職員体制の見直しを構成市町間で協議をし、組合に対する負担費
用の縮減を図ります。

まち美化
推進課

計画どおり、打越台環境センター解体撤去工事に向けた調
査・発注仕様書作成に着手した。

主な
指標等

効果額
（千円）

97

5

行財政
システ
ムの確
立

⑤

地方公
営企業
会計、特
別会計
等の見
直し

（ア）地
方公営
企業の
改革
（イ）特別
会計の
見直し
（ウ）一
部事務
組合の
改革

99
特別会計の見直し
（介護保険事業）

□
検討

介護保険特別会計の安定化のため、毎年度、介護保険事業の状
況を分析するとともに、3年毎に介護保険事業計画を見直し、計画
的な保険料の適正化を図ります。また、定期的な「木津川市介護
保険事業計画等策定委員会」等の開催、保険給付の適正化に取
り組みます。

高齢介
護課

83

各年度における滞納分収納額

山城病院組合負担金の（H29決算額－当該年度決算見込額）

特別会計の見直し
（後期高齢者医療
事業）

□
検討

人間ドック助成について、国等補助金の削減や負担の公平性を踏
まえ、助成額の見直しを図ります。

国保年
金課

▲ 2,043
人間ドック助成の見直しに向け研究を実施した。令和元（平
成31）年度以降も継続して取り組む。

主な
指標等

効果額
（千円）

財政調整基金繰入金の削減額（H29-当該年度見込）

第3次行財政改革行動計画財政効果額累計（平成３０年度末現在）　（千円）

107項目（計画策定時102項目＋H30：5項目追加）

後期高齢者人間ドック事業の（H29決算額－当該年度決算見込額）



資料２－１ 

令和元年度「第３次行財政改革行動計画」外部評価実施要領（案）について 

 

〔外部評価対象事業〕 

 第３次行財政改革行動計画項目とする。 

 

〔実施主体〕 

  木津川市行財政改革推進委員会（９名） 

 

〔外部評価の考え方〕 

  市が行った評価（内部）に対し、「有効性」、「効率性」、「市民満足度」、「適切なプロセ 

ス」の４項目の確認及び評価を基軸とし、対象項目の進捗状況（実施・検討など）に応 

じて、「定量」及び「定性」といった幅広い観点からの評価（外部）を行う。 

 

 〔担当課ヒアリング〕 

１項目ごとに所管課からの説明を受け、行財政改革推進委員からの質疑等を行う。 

※１項目あたりの目安：説明１０分、質疑等３５分 

 

 〔評価〕 

  ヒアリング終了後、各委員は、それぞれの項目の「外部評価シート」（別紙１）を作成 

する。 

※当日又は後日（概ね２週間程度）に事務局へ提出。 

 

 〔評価結果〕※別紙２実施イメージ（案）参照 

  各委員から提出された評価結果について、次回開催の委員会でとりまとめ結果の報告 

を行ったのち、翌年１月に開催予定の第４回委員会において「外部評価結果中間報告書

（案）」の審議・決定を経て、市長に対して中間報告を行う。 

最終年度となる令和３年度は、中間報告結果に基づく改善や取組の進捗状況等を踏ま 

えたうえで、「外部評価結果報告書（案）」をとりまとめ、審議・決定を経て、市長に対 

して報告を行う。 

  

〔会場・日程等〕 

  会場は、木津川市役所本庁舎内会議室、時間は午後２時から概ね２時間程度を予定す

る。日程は、別途調整のうえ決定する。 



別紙１ 

令和元年度「第 3 次行財政改革行動計画」外部評価シート 

（令和元年  月  日 ヒアリング実施） 

項目 No 

項目名 

項目内容 

１ 市民協働の推進 

市民、コミュニティ組織、NPO、企業等との連携・協働手法を調査・研究します。また、市民

提案型事業支援制度である「ふるさと応援事業補助金」は、平成 31（2019）年度に終了する

ことから、市民参加に関する支援手法等を検討します。 

●年度市評価／区分 A ／ ■実施 所管部局 マチオモイ部 学研企画課 

 

【4 つの視点に対する評価】（〇：適当、△：改善の余地あり、×：要改善） 

〇有効性（項目内容を達成できたか。その内容は有効であるか。） 

（評価） 

 

 

 

（意見等） 

 

 

〇効率性（費用対効果は。） 

（評価） 

 

 

 

（意見等） 

 

 

〇市民満足度（「結果（内容）」は市民にとって望ましいものか。） 

（評価） 

 

 

 

（意見等） 

 

 

〇適切なプロセス（手順等は適切であったか。） 

（評価） 

 

 

 

（意見等） 

 

 

 

1 

 



別紙１ 

【達成状況（結果）等に対する評価】（〇：適当、△：やや不十分、×：不十分） 

主な指標等 ふるさと応援事業活動団体数 

（評価） 

 

 

（意見等） 

 

 

効果額 （H29 年度―当該年度）ふるさと応援事業補助金額 

（評価） 

 

 

（意見等） 

 

 

取組実績等 

（評価） 

 

 

（意見等） 

 

 

その他 

（評価） 

 

 

（意見等） 

 

 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

【評価まとめ（市が決定した評価は）】（〇：妥当な評価、－：過小な評価、＋：過大な評価） 

 ＜市評価内容：S（特に良好に進捗）、A（良好に進捗）、B（概ね進捗）、C（進捗に課題あり）＞ 

外部評価結果 

（評価） 

 

 

（意見等） 

 

 

 

 

 

 

   

2 

 



別紙２

令和元年度（2019）年度 令和２年度（2020年度） 令和３年度（2021年度）

「行動計画進捗状況（市評価）」の報告 「行動計画進捗状況（市評価）」の報告 「行動計画進捗状況（市評価）」の報告

　※全体意見、新規項目の確認等 　※全体意見、新規項目の確認等 　※全体意見、新規項目等の確認等

調査票（事前提出）の確認・追加指示等 調査票（事前提出）の確認・追加指示等 調査票（事前提出）の確認・追加指示等

↓ ↓ ↓

【市】追加指示等に係る対応
（所管課等）

【市】追加指示等に係る対応
（所管課等）

【市】追加指示等に係る対応
（所管課等）

↓ ↓ ↓

第2回委員会
（8月頃）

所管課ヒアリング①【45分×2項目程度】
（担当部課長等）

所管課ヒアリング①【45分×2項目程度】
（担当部課長等）

所管課ヒアリング①【45分×2項目程度】
（担当部課長等）

＜評価シート回収（各委員⇒事務局）＞ ＜評価シート回収（各委員⇒事務局）＞ ＜評価シート回収（各委員⇒事務局）＞

↓ ↓ ↓

所管課ヒアリング②【45分×2項目程度】
（担当部課長等）

所管課ヒアリング②【45分×2項目程度】
（担当部課長等）

所管課ヒアリング②【45分×2項目程度】
（担当部課長等）

第１回外部評価結果とりまとめ報告 第１回外部評価結果とりまとめ報告 第１回外部評価結果とりまとめ報告

＜評価シート回収（各委員⇒事務局）＞ ＜評価シート回収（各委員⇒事務局）＞ ＜評価シート回収（各委員⇒事務局）＞

↓ ↓ ↓

第２回外部評価結果とりまとめ報告 第２回外部評価結果とりまとめ報告 第２回外部評価結果とりまとめ報告

中間報告等（案）の審議・決定 中間報告等（案）の審議・決定 外部評価結果報告書（案）の審議・決定

↓ ↓ ↓

市長に対して報告書の提出 市長に対して報告書の提出 市長に対して報告書の提出

評価対象項目の選定（追加等含む）
※次年度ヒアリング分（4項目程度）

評価対象項目の選定（追加等含む）
※次年度ヒアリング分（4項目程度）

所管課ヒアリング（予備日） 所管課ヒアリング（予備日）

＜委員改選＞ ＜委員改選＞

第4回委員会
（翌年1月頃）

第3回委員会
（10月頃）

「第3次行財政改革行動計画（2018～2022年度）の進捗状況」に対する外部評価　実施イメージ（案）

令和４年度（2022年度）

第1回委員会
（7月頃）

次期行革大綱に係る審議等

（予定）
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○NO．１「市民協働の推進」（関連項目No．４、No．５、No．８）

評価理由 今後の取組方針 有効性 効率性 市民満足度 プロセス

NO.１
市民協働
の推進

市民、コミュニティ組織、NPO、企業
等との連携・協働手法を調査・研究
します。また、市民提案型事業支
援制度である「ふるさと応援事業補
助金」は、平成31（2019）年度に終
了することから、市民参加に関する
支援手法等を検討します。

マチオモイ部
学研企画課

「ふるさと応援事業」は、１
４事業を採択し、まちづく
りに取り組む事業支援及
び人材育成に取り組ん
だ。また、採択事業者によ
る事業成果中間報告会を
開催し、団体や人材の交
流を図った。さらには、府
地域力再生プログラム交
付金（１７件）、コミュニティ
助成（２件）を活用し、まち
づくり活動を支援した。

4,360千円 A：良好に進捗

「ふるさと応援事業補助金」
を１４事業採択し、まちづく
り活動を支援したことで、市
民協働によるまちづくりを
推進できたため。

ふるさと応援事業補助金
は、最大３年間としており、
補助期間が終了する団体
もある。今後は、これらの
団体活動を継続させるた
め、資金的な支援ではな
く、広報などによる支援を
し、人材育成に努める。

目標については達成でき
た。
ふるさと応援事業補助金
は、新たなまちづくり人材
や団体の創出につながっ
たと考える。

行政のみでは取り組むこと
ができない、それぞれの地
域課題やニーズにおけるま
ちづくり事業について、ふる
さと応援事業補助金を活用
し、各団体によって推進さ
れている。

まちづくりに取り組む・取り
組もうとする団体は、イニ
シャルコストに対する不安
や悩みが多く、これらを支
援することから、市民にとっ
て望ましいものと考える。

・平成２９年１０月１日～３１
日　事業募集
・平成３０年４月１日　採択
（審査会）、交付決定
・平成３０年６月６日　概算
払い
・平成３１年４月３０日　実
績報告

関連資料①

NO.４
（関連項目）

都市公園
等の市民
自主管理

多様な要望への対応や維持管理
経費の縮減を目標とした木津川市
都市公園・緑地施設等市民自主管
理活動支援要綱に基づく自主管理
活動を推進するため、啓発・募集
活動を行うとともに、活動団体の育
成や組織維持のための施策を検
討します。

建設部
管理課

活動開始から５年目にな
り、取消申請団体が２団
体あった中、新興住宅地
における新たな新規申請
団体が３団体増加（活動
開始は平成３１年度から）
となり、概ね良好であっ
た。

668千円 B：概ね進捗
取消申請団体数と新規申
請団体数による増減があっ
たため、継続状態とした。

新興住宅地を中心に更な
る新規団体の申請を促す。

概ね達成でき、且つ有効で
あった。

行政主導の管理よりも財政
効果は高い。

除草などの作業時期を地
域行事に合わせるなど、自
主的な管理を行うことがで
きる。また、地域のコミュニ
ティの場として有効である。

・広報（７月号）やホーム
ページ（通年）に掲載
・城山台など自治会設立時
に既存自治会を通じて勧誘
して頂くなど、地域と連携し
て勧誘
・活動方法などを説明

関連資料②

NO.５
（関連項目）

審議会等
の公募委
員導入・
透明性の
向上

『木津川市審議会等の設置及び運
営等に関する指針』に基づき、審議
会等の設置目的及び所掌事項を
考慮し、公募委員の導入及び会議
の公開を推進します。

市長直轄組織
人事秘書課

３８審議会に対して公募委
員の人数は１８名（８審議
会）となっている。引き続
き多様な意見を市行政運
営に反映していくため公
募委員の選任に努めてい
く。

― 【集約】
※集約項目のため評価対
象外。

審議会等の適正かつ公正
な運営を図り、市政に対す
る市民の理解をより深め、
市民主体の市政推進に資
するため、今後も積極的に
公募委員の選任に努める。

市政に対する市民の参画、
市民主体の市政推進という
観点から有効であり、今後
も積極的に取り組む。

事業の目的として、効率性
を求めている事業ではな
い。

審議会等への公募委員導
入により、行政の透明化
や、行政に対する市民の声
の反映ができ、市民満足度
の向上につながっている。

・平成２２年１２月　公募規
程等のパブリックコメント
・平成２３年２月　調整会
議・政策会議提案
・平成２３年４月　運用開始

関連資料③

NO.８
（関連項目）

市民説明
会・ワー
クショップ
等の実施

市民と行政が、まちづくりのビジョ
ンや施策などの情報を共有し対話
できる環境づくりや、市民に市の状
況をわかりやすく伝えるため、必要
に応じて市民説明会やワークショッ
プ等を実施します。

マチオモイ部
学研企画課

まちづくりのビジョンや施
策などの情報を共有し対
話できる環境づくりや、市
民に市の状況をわかりや
すく伝えるため、必要に応
じて市民説明会やワーク
ショップ等を実施した。

― 【集約】
※集約項目のため評価対
象外。

引き続き、必要に応じて説
明会等を実施する。

市の政策過程にあたり、市
民への周知や市民等の意
見を聴取できた。

事業の目的として効率性を
求めている事業ではない。

説明会やワークショップ等
において、市民に参加いた
だき、多様な意見聴取がで
きた。

・計画案の検討
・広報、ホームページによ
る周知
・説明会、ワークショップ等
の開催
・聴取した意見を参考に、
計画を策定

関連資料④

備考項目番号
調査事項① 調査事項②

評価所管部局項目内容項目名 取組実績・特記事項 効果額
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○受益者負担に係るものとして

評価理由 今後の取組方針 有効性 効率性 市民満足度 プロセス

No.２７
職員駐車
場使用料
の見直し

職員駐車場として新たに活用する
土地の追加も含め、その借地料や
維持管理経費等を利用者（職員）
で負担するよう、職員駐車場使用
料の見直しを行います。

市長直轄組織
人事秘書課

本庁職員駐車場の場所
や駐車台数を整理すると
ともに、職員駐車場使用
料の改定を行い適正に運
用した。

3,174千円 A：良好に進捗

新たに活用する土地も含
め、その借地料等を利用者
（職員）で負担するよう、駐
車場使用料を２，０００円か
ら３，６００円に改定し、３，
１７４千円の収入増となっ
た。

今後も限られた財源の中
で、職員駐車場の効果的な
運用を行うとともに、維持
管理費の経費削減に努め
る。

使用料を２，０００円から３，
６００円に改定した。また、
職員駐車場の場所の見直
しを行い、市有財産の新た
な土地活用が可能となっ
た。

使用料を改定することによ
り、財政効果が高まるとと
もに、安定的な財源確保が
可能となった。

市歳入が増加したことによ
り、市民満足の向上に繋
がった。

・平成２９年１０月　行財政
改革項目の洗い出し
・平成２９年１１月　課内検
討・素案
・平成３０年１月　職員組合
に説明、調整会議・政策会
議提案
・平成３０年３月　条例案議
会上程・可決
・平成３０年４月　使用料改
定

No.２８

コミュニ
ティバス
の利用促
進

コミュニティバス実証運行事業につ
いて、これまでの年間利用者数や
地域公共交通網形成計画に定め
る平成３１（２０１９）年度の目標指
標達成のため、地域公共交通総合
連携協議会とともに、路線や運行
ダイヤ及び運行形態について検討
します。

マチオモイ部
学研企画課

木津川市地域公共交通
総合連携協議会を開催
し、利用しやすく満足度の
高い持続可能な公共交通
づくりについて協議を進め
た。また、コミュニティバス
の利用促進施策として、
公共交通だよりでの情報
発信や１日フリー乗車券
の販売に引き続き取り組
むとともに、新たにバス停
のネーミングライツ（３件）
や公共交通の利用促進に
係る標語の募集（７４１件）
を実施した。

― B：概ね進捗

予定していた取組みは実
施できたが、目標としてい
たバスの年間利用者数は
達成できなかった。

引き続き、公共交通だより
での情報発信や１日フリー
乗車券の販売に取り組むと
ともに、昨年度実施したバ
ス停のネーミングライツや
公共交通の利用促進に係
る標語を活用し、コミュニ
ティバスの利用促進に努め
る。
また、効果的・実践的な移
動手段の確保を目的とす
る、第２次木津川市地域公
共交通網形成計画の作成
に取り組む。

目標は未達成であった。
新たな利用促進策として、
昨年度実施したバス停の
ネーミングライツや公共交
通の利用促進に係る標語
を活用する。

ネーミングライツについて
は、企業からの協力金を提
供いただくことで収入増に
つながった。

交通空白地域または高齢
者や障がい者のみならず、
全ての市民の通勤・通学、
通院、買い物など、生活に
必要となる移動手段の確
保である。

〇バス停のネーミングライ
ツ
・平成３０年１０月　周知・募
集
・平成３０年１２月　募集締
切、応募事業者審査・決定
・平成３１年３月　バス停へ
副名称を追加

〇公共交通の利用促進に
係る標語
・平成３０年７月　募集
・平成３０年９月　応募締切
・平成３０年１０月　標語選
考（第４２回協議会）
・平成３１年３月　入賞作品
をバス停及び時刻表へ掲
示

〇公共交通だより
毎月発行

〇時刻表
平成３１年３月　ダイヤ改正
に合わせ時刻表を作成

N0.８７

公民館講
座（受益
者負担）
の見直し

従来から無償としていた受講料（講
座材料費は徴収）について、受益
者負担のあり方を検討します。

教育部
社会教育課

各種講座の受益者負担
割合の積算を行ったが、
今後、市全体での消費税
増税に関する受益者負担
の方針等と同時期に検討
することとなった。

― B：概ね進捗

方針決定までは至っていな
いが、各種講座の受益者
負担割合の積算まで完了
したため。

市全体での消費税増税に
関する受益者負担の方針
等が決まり次第、各種講座
の受益者負担割合の方針
(決裁)を決定する。

公民館講座、生涯学習講
座、市民講座において、現
在材料費のみを受益者負
担として受講生から徴収し
ているが、講座の講師料等
についても受講生に一部
負担を求めていく必要があ
るため、各種講座の受益者
負担割合の積算は行った
が、方針決定までには至ら
なかった。

平成３１年度講座計画で積
算した場合：歳入見込額
３６９千円
1講座の受講料５００円徴
収
※通年講座については、受
講料１，０００円、※バスを
利用した講座については、
受講料１，０００円、※青少
年教育に関する講座や講
師料が発生しない講座に
ついては、受講料無料

利用者が応分の負担をす
るという受益者負担の原則
を前提としつつ、受講者に
理解が得られる
適正な受講料の設定を
行っている。

・平成３０年１０月～１１月
各種講座の受講料の一部
を受益者負担として徴収す
ることについての検討、受
益者負担割合の検討及び
積算。
各種講座の受講料の一部
を受益者負担として徴収す
ることについての検討、受
益者負担割合の検討、積
算を行ったが、方針決定
(決裁)までには至らなかっ
た。

備考効果額項目番号 項目名 項目内容 所管部局 評価
調査事項① 調査事項②

取組実績・特記事項
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○外郭団体の見直しに係るものとして

評価理由 今後の取組方針 有効性 効率性 市民満足度 プロセス

No.６３

外郭団体
の見直し
（社会福
祉協議
会）

市と社会福祉協議会との関係のあ
り方について整理し、今後の方向
性・改善案を検討します。また、法
人監査を実施するとともに、委託
料・補助金等の適正化、経営改善
の支援策などについて引き続き協
議を行います。

健康福祉部
社会福祉課

これまでと同様に、市社協
と連絡調整や課題・懸案
事項の解消について、毎
月１回協議を実施し、市社
協に対する補助金交付へ
の精査に努める。

0千円 B：概ね進捗

補助金額を市社協と協議
調整したところ、昨年度と
同額での補助金額となった
ため。

本年度以降についても、補
助金の増額は行わない予
定としている。

補助金等の適正化につい
て社会福祉協議会と協議
を行い、補助金額を決定し
た。

現状維持であったため、補
助金の増額には至らなかっ
た。

一番補助金額の大きい職
員給与において、過度では
なく、必要最低限の補助金
を交付していることから、満
足とまではいかないが、一
定の評価には値すると思
われる。

毎月、市社協と協議を重
ね、他課の給与を含んだ委
託料等を精査し、今年度の
補助額の確定に至ったこと
から、適切なプロセスを経
てのものであるといえる。

No.６４

外郭団体
の見直し
（シル
バー人材
センター）

市とシルバー人材センターとの関
係のあり方について整理し、今後
の方向性・改善案を検討します。ま
た、これに基づき、補助金等の適
正化、経営改善の支援策などにつ
いて協議を行います。

健康福祉部
高齢介護課

シルバー人材センターと
の協議を行い、次年度か
ら、平成３０年度比較で２
５％の削減を実現できた。
また、次年度以降、シル
バー人材センターの経営
状況・周辺自治体の状況
を考慮し、補助金支出に
ついて検討していくことを
決定した。

― A：良好に進捗

当初、複数年かけて補助
金を削減していく案を軸に
検討していたが、シルバー
人材センターと協議を重
ね、翌年度からの削減を決
定でき、また、今後も補助
金支出について検討するこ
とを決定できたため。

シルバー人材センターの経
営状況・周辺自治体の状
況を考慮し、補助金支出に
ついて検討する。

補助金の適正化を検討し、
次年度からの削減を決定し
た。

事務負担の軽減はない
が、前年度比３，７３７千円
の削減を行った。今後も適
切な補助金支出を検討す
る。

補助金を一律に削減する
のではなく、団体の運営状
況を考慮し削減できたこと
から市民満足度は高いと
考える。

・平成３０年８月～１０月
他市の状況を調査
・平成３０年１１月～１２月
シルバー人材センターとの
協議
・平成３１年１月２２日　見
直し案の作成
・平成３１年１月２８日　政
策決定

No.６５

外郭団体
の見直し
（公園都
市緑化協
会）

市内の緑化推進を図るため、木津
川市公園都市緑化協会の事業内
容を精査し、今後の方向性・改善
案を検討します。

建設部
管理課

アサヒビール吹田工場、
並びに勝尾寺において庭
園視察（平成３０年６月２６
日）し、剪定等の研修を実
施した。また、平成３０年
度に引き続き外郭団体の
協会理事及び評議員とし
て、事業内容を精査し、健
全運営に向けた指導等を
継続して行うこととする。

― B：概ね進捗

公園都市緑化協会で実働
する会員（緑化友の会）の
高齢化により、一時は会員
数の減少が見られたが、８
名の新たな会員の入会が
あったことで、概ね進捗とし
た。

外郭団体の協会理事及び
評議員として事業内容を精
査し、健全運営に向けた指
導等を継続し、長期的な視
野で取り組む方針である。

イベント等で花の種や花及
び腐葉土の配布、並びに
会員募集チラシ等で市民
の緑化に対する意識の向
上に繋がったため、概ね達
成でき、且つ有効であっ
た。

財政効果や事務負担の軽
減を目途にした事業ではな
く、シルバーの方々が市内
の都市公園などの除草や
剪定作業、育てた花で花壇
づくりなどを通して、コミュニ
ティの場で健康管理の一環
として取り組んでいる。

きれいに管理された公園
で、余暇を過ごされる市民
の方々には望ましいものと
思慮する。

・公園都市緑化協会の業
務内容を広報やホーム
ページに掲載。（通年）
・緑化友の会の業務内容
等を会員募集チラシに掲
載。（イベント等で配布）

No.６６

外郭団体
の見直し
（緑と文
化・ス
ポーツ振
興事業
団）

市と緑と文化・スポーツ振興事業
団のあり方について整理し、今後
の方向性等を検討します。

教育部
社会教育課

公益財団法人としての事
業内容を確認し、法人の
自立的運営等に配慮しな
がら、助言や指導等を継
続して行うこととした。

― B：概ね進捗

公益性のある事業の展開
を確認し、一定以上の評価
を受けていると判断したた
め。（平成３０年度の事業
報告書については、令和元
年６月２６日提出。）

公益性のある事業展開の
推進を継続して行うように
指導を継続して行う。

生涯学習の推進を行う公
益財団法人として、精力的
に活動を行っている。指定
管理者としての活動だけで
なく、利用者のニーズに
合った文化交流教室の展
開等を行っており、一定の
有効性は認められる。

平成３０年度の決算書等か
ら、人件費の削減や電気契
約の見直し、光熱水費の節
減などの取組みが行われ
ており、一定の費用対効果
がみられる。

文化交流教室の利用者か
らの声はおおむね良好と聞
いており、利用者からの一
定の評価は出ていると認め
られる。

・平成３０年３月　予算書及
び計画書の提出
・平成３０年６月～７月　決
算書及び事業報告書の提
出
・平成３０年７月～８月　社
会教育課との協議
・社会教育課担当者との協
議（随時）

項目番号 項目名 項目内容 所管部局 評価 備考
調査事項① 調査事項②

取組実績・特記事項 効果額
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○NO．７１「指定管理者評価制度の推進」（関連項目No．８８）

評価理由 今後の取組方針 有効性 効率性 市民満足度 プロセス

NO.７１
指定管理
者評価制
度の推進

「指定管理者制度の採用と指定に
関する指針」に基づくモニタリング
調査や利用者アンケート等の状況
と、業務改善指示への対応等を確
認しながら、制度の推進を図りま
す。

総務部
行財政改革推
進室

山城町森林公園について
は、モニタリング調査を行
えていなかったため、担当
部署に次年度からの実施
を依頼した。木津老人福
祉センターは、施設工事
に伴い半年間センターを
閉館していたため、担当
部署と事前調整した上、
平成30年度のモニタリン
グ調査は行っていない。
やすらぎコミセンは、モニ
タリング調査を年1回しか
行えていなかったため、指
針に基づき、原則として年
2回の実施を担当部署に
依頼した。

― 【集約】
※集約項目のため評価対
象外。

モニタリングの実施が不十
分な施設があり、指針に基
づいた適切な実施を徹底
することから、改めて担当
部署と事務の確認を行う。

平成３０年度は、年度で２
回を原則とするモニタリン
グ調査を実施できていない
施設があった。指針に基づ
き、２回の調査ができるよ
う、担当部署と事務の確認
を行う必要がある。

民間ノウハウの活用による
サービスの質的向上と経
費の低減を目指し、１０施
設で制度を導入しており、
接遇面の良さや工夫ある
取組みを行っている事業者
も見受けられ、利用者の一
定の評価もある。

工事で閉館した施設を除
き、事業者による利用者ア
ンケートを実施した。施設
の利用のしやすさ、職員の
対応、希望する改善点など
を事業者が知ることで、今
後の運営改善に繋がるた
め、結果として将来の利用
者の満足度が上がると考
えられる。

・平成１９年３月１２日　「木
津川市公の施設の指定管
理者の指定の手続きに関
する条例」制定
・平成２９年４月１日　「指定
管理者制度の採用と指定
に関する指針」改訂（第５条
の解説に、モニタリングと
利用者アンケートに関連し
た項目を追加　他）
なお、従来から指定管理者
に関する事務は担当部署
が行っているが、全てを担
当部署に任せるのではな
く、例えば調査目安の期間
（約半年）を過ぎても連絡が
ない場合などは、担当部署
に状況を尋ねるなど働きか
けを行っていく。

関連資料⑤

NO.８８
（関連項目）

入札・契
約制度の
適正運用

入札・契約業務について競争性を
確保しつつ、透明・公正・公平性及
び効率性を高めるため、より適正
で的確な入札・契約制度への改正
を推進します。そのため、電子入札
制度の導入や入札・契約の過程等
の公表にも積極的に取り組みま
す。

建設部
指導検査課

入札公告から落札決定に
至るまでの各段階におけ
る複数チェックの徹底、
「内訳書の提出・調査の
厳格化」に基づく落札候
補者の重点的調査などを
引き続き実施し、適正で
誤りのない電子入札の執
行を行った。また、市内業
者の救済措置として年度
中間期に指名願臨時受付
を実施したほか、公共工
事の品質確保等の観点
から、適切な労務単価へ
の対応、社会保険未加入
対策として下請け契約時
の法定福利費の明示につ
いても啓発を行った。さら
に変更契約が適正に実施
されるよう設計変更ガイド
ラインの作成・周知を行っ
た。

― 【集約】
※集約項目のため評価対
象外。

入札の各段階において複
数のチェックを徹底し、さら
に適正で誤りのない入札契
約業務を推進することとし、
併せて事務の効率化も模
索しながら、メリハリの効い
た事務執行に努める。

透明・公正・公平性及び効
率性を高め、適正で誤りの
ない入札・契約制度の取組
を推進した。
① 工事・コンサルについて
はすべて電子入札で実施。
物品役務の発注は多種多
岐にわたり電子入札の対
応を入札参加者に一律に
求めるのは困難なため、業
者との接触を最小限に抑え
る郵便入札で実施。
② 入札の各段階における
入念なチェック体制の導
入。
③ 必要な変更契約に適切
かつ円滑に対応できるよ
う、設計変更ガイドラインを
策定。

電子入札システムは独自
運営ではなく、京都府電子
入札システムを使用してい
るため経済的。

京都府電子入札システム、
市ホームページ、庁内閲覧
コーナーにて速やかに結果
等を公表。
市の入札契約制度の信頼
の確保に努めている。

・平成２４年度　京都府電
子入札システムを利用した
電子入札の導入準備、業
者説明会等実施
・平成２５年度　工事・コン
サル業務において電子入
札を実施（紙入札併用）
・平成２６年度以降　工事・
コンサル業務において原則
として電子入札を実施
（機器の不具合やカード更
新などの特別な理由を除き
電子入札へ全面移行）

項目番号 項目名 項目内容 所管部局 評価
調査事項①

取組実績・特記事項 効果額
調査事項②

備考



○項目No.１「市民協働の推進」 関連資料①

1

事業名 事業概要
補助金額
（円）

1 KIZU-NA紡ぐプロジェクト

　木津川市で生まれ育った人だけでなく、木津川市に移り住
んだ人にとっても木津川市が楽しく安心して暮らせる「ふるさ
と」とするため、子育てに係る事業や子育て情報の発信に
取り組む。

1,000,000

2 キチキチプロジェクト

　旧商工会跡を、新しい事業や活動を考えている市民（グ
ループやＮＰＯ団体）の情報発信基地として活用する。具体
的には子育て世代のミーティング広場、アーティスト活動の
支援、地域の特産物・農産物のＰＲアンテナショップ、基地を
持たないグループの会合場所などに取り組む。

1,000,000

3
南加茂台発きづがわ魅力発見・発
信事業

　放置され荒廃化する竹林を間伐する整備活動など環境問
題に取り組む。あわせて、『竹を食べて放置竹林を無くす』を
合言葉に「筍お焼き」や「筍スルメ」等の加工品を製造販売
するとともに、南加茂台地域の「かもめの台所」を地域コミュ
ニティ拠点として、竹の器を使ってのカフェやランチを提供す
る。

1,000,000

4
梅谷から魅力・情報発信事業「梅谷
カフェ」

　旧梅谷集会所で、観光客への案内・パンフレット設置・お
茶接待、ワークショップ、勉強会、ライブなどイベント、地域
産品の委託販売や農業体験、地域産品を活用した週末カ
フェを開催し、地域の活性化や交流人口の増加に取り組
む。

1,000,000

5 きっと見つかる「木津川婚パ」

　結婚への意欲を持った独身男女の出会いの場の提供等
を通じて結婚活動を支援する。
具体には、独身男女の出会いの場を提供するため、様々な
婚活事業を実施する。

1,000,000

6 南山城古寺巡礼秘宝バスツアー

　南山城地域には、奈良時代や平安時代に創建された古刹
や国宝及び重要有形文化財などが、かつての姿をそのまま
に先人から受け継がれ、地域の「宝」（＝観光資源）として数
多く点在しており、これらを巡るバスツアーを定期的に実施
し、交流人口の増加による本市を含む南山城地域の活性化
を図る。

500,000

7
地域の学校を拠点にした大学生・高
校生・地域住民の協働による地方
創生

　南陽高校をはじめとする市内の学校において、地元の活
性化を学び、実践する教育に大学生が参画することにより、
学校教育への地域リソースの活用を学ぶとともに、地元学
生のまちづくりへの関心を惹起する。

1,000,000

8
加茂駅KIOSK跡地に「観光案内所と
情報提供」の仕組みつくり

　加茂駅KIOSK跡地に、常設の「観光案内所」を設け、観光
客へ観光案内サービス等を提供する「仕組み」をつくる。 1,000,000

9
山城ごはん（サイト維持管理及び流
通体系確立事業）

　既存の店舗型直売所へ来店することが困難な消費者を
ターゲットに、市内農家を中心とした山城地域の農家による
農産物（加工品含む。）の通信販売サイトを開設し、独自の
集出荷・配送システムによる通信販売事業を展開する。あ
わせて、既存のサイトとの差別化を図るため、農業体験や
料理教室を開催する。

1,000,000

平成３０年度ふるさと応援事業補助金採択事業一覧



○項目No.１「市民協働の推進」 関連資料①

2

事業名 事業概要
補助金額
（円）

平成３０年度ふるさと応援事業補助金採択事業一覧

10
当尾地域での農小屋を活用した加
工場事業

　当尾地域の農産物生産者が、廃棄処分となっている残品
も使い、付加価値のある商品を生み出すため、農業用倉庫
の２階部分を農産物加工場として整備することで、この加工
場での生産工程を通して、地域内での人と人のつながりづく
りだけでなく、当尾の郷会館で開催される地元主体イベント
での賑わいづくりや、他イベントへの出店により、当尾地域
の魅力を、食を通じて発信していくもの。

1,500,000

11
商工会青年部によるタケノコバー
ガーのご当地グルメ化事業

　山城町商工会青年部が考案した地元食材「たけのこ」を
使った「たけのこバーガー」について、現在は、商工会青年
部がイベントを中心に出店しているものを、日常的に食する
ことのできる、地元商店づくりにより、地元素材の消費をはじ
め、全国的に、たけのこバーガーの認知度を高めることで市
のＰＲにつなげる。

1,500,000

12
上狛茶業者によるお茶産業活性化
事業

　上狛茶問屋街の茶師を中心に茶業者有志による新たな茶
業振興を図る。
茶問屋の商売は直接消費者とふれあう機会が少なかったた
め、マーケットの声を直接聞けるような企画やサービスを生
み出し、茶業発展のため取り組む。

1,500,000

13
けいはんな学研都市の企業を対象
とした里山ツアー

　木津北地区の里山の生物多様性を保全する森づくりをし、
エコツアーを実施、また、地域の農作物を活用した里山レス
トラン、里山カフェを開催する。
　里山の地形を活かした庭づくりを「ガーデニング教室」とし
て行い、陶芸、絵画、工作の「アート教室」、「薪づくり教室」
を里山で行う。

1,500,000

14
高齢者等を対象とした移送サービ
ス（福祉有償運送）

公共交通機関及び送迎サービスの利用が困難である障害
者や高齢者を対象に、通院、官公署や銀行、生活必需品の
買い物などの利用に係る移送サービスを行う。

1,873,000

16,373,000



○項目No.４「都市公園等の市民自主管理」 関連資料②

№ 公　園　名 団　体　名 構成員 開始年度 備　　考

1 瓦谷公園 川原町老人会白寿会 24人 H26

2 不二荘園公園 不二荘園自治会公園美化クラブ 15人 H26

3 市坂公園 木津川市市坂協議委員会 10人 H26

4 川原田公園 スーペリア木津自治会 5人 H26

5 第2千代田荘園公園 千代田荘園自治会 17人 H26

6 梅美台ふれあい北緑地 H26

7 梅美台ふれあい南緑地 H26

8 黄葉公園 梅美台五丁目自治会 9人 H30

9 桜花公園 H28

10 青土公園 H28

11 垣外公園 H26

12 兎並緑地 H26

13 新川緑地（自治会範囲） H26

14 渦公園 木津川市加茂渦公園グループ 8人 H27

15 駅前公園 木津駅前団地自治会 144人 H27

16 上狛南部公園 上狛南部自治会 10人 H28

17 中門伝公園 南町高齢者見守り会 19人 H30

18 神田公園 神田自治会 44世帯 H28

19 カリン公園 城山台7丁目自治会 16人 H28

20 茜公園 くにみ緑化クラブ 15人 H29

21 エゴノキ公園 城山台11丁目自治会 140人 H30

22 トチノキ公園 城山台5丁目自治会
8人

54世帯
R１

23 エンジュ公園 城山台6丁目自治会
10人

73世帯
R１

24 第１宮の裏公園 宮ノ裏町自治会 34人 R１

令和元年度　都市公園・緑地施設等市民自主管理活動団体一覧

梅美会 17人

204人
63世帯

令和元年７月１日現在

兎並西区自治会

114名梅美台6丁目自治会



○No.５「審議会等の公募委員導入・透明性の向上」 関連資料③

1

※委員定数　上段：定数、下段：（実数） （平成３１年３月末日現在）

公開 非公開
一部
非公開

審議会等の名称
委員
定数

公募委員 女性委員 年間
開催
回数人数 割合 人数 割合

根拠条例
・規則等

所管部署

会議の内訳

1
木津川市まち・ひと・し
ごと創生総合戦略推
進委員会

20 2 10.0% 10
(20)

50.0% 1
木津川市まち・ひと・
しごと創生総合戦略
推進委員会条例

学研企画課 1

2
木津川市総合計画審
議会

15 3 20.0% 5
(15)

33.3% 4
木津川市総合計画
審議会条例

学研企画課 4

3
木津川市企業立地促
進審査会

6 0 0.0% 1
(5)

20.0% 2
木津川市企業立地
促進条例

観光商工課 2

4
木津川市大規模小売
店舗立地に関する意
見聴取会議

8 0 0.0% 3
(8)

37.5% 1
木津川市大規模小売
店舗立地に関する意見
聴取会議条例

観光商工課 1

5
情報公開・個人情報保
護審査会

5 0 0.0% 4
(5)

80.0% 6
情報公開・個人情報
保護審査会条例

総務課 2 4

6 行政不服審査会
5 0 0.0% 4

(5)
総務課80.0% 0

0 0.0% 37
(47)

行政不服審査会条
例

２年

総務課 178.7% 1

8 木津川市防災会議
40

(36)

木津川市交通安全
対策協議会規約

委員の根拠と
なった職を離
れるまで

7
木津川市交通安全対
策協議会

50

木津川市国民保護協
議会

危機管理課 1

10
木津川市行財政改革
推進委員会

9 3 33.3% 2
(9)

22.2% 4 ２年
木津川市行財政改
革推進委員会条例

財政課行財政
改革推進室

4

11
木津川市国民健康保
険運営協議会

18 0 0.0% 3
(18)

16.7% 2 ３年
木津川市国民健康
保険条例

国保年金課 2

12
木津川市人権センター
運営委員会

8 0 0.0% 1
(8)

12.5% 1 ２年
木津川市人権セン
ター条例

人権推進課 1

13
木津川市男女共同参
画審議会

10 1 10.0% 5
(10)

50.0% 2 ２年
木津川市男女共同
参画推進条例

人権推進課 2

14
木津川市女性センター
運営委員会

9 0 0.0% 5
(9)

55.6% 1 ２年
木津川市女性セン
ター条例

人権推進課 1

15
廃棄物減量等推進審
議会

20
3 18.8% 5

(16)
31.3% 5

諮問に係る審
議終了まで

木津川市廃棄物の
減量及び適正処理
に関する条例

まち美化推進
課

5

16 空家等対策協議会

10人
以内

0 0.0% 1
(8)

12.5% 3 ２年
木津川市空家等対
策協議会設置条例

まち美化推進
課

3

17
木津川市介護認定審
査会

24 0 0.0% 5
(24)

20.8% 94 ２年
木津川市介護認定
審査会運営要綱

高齢介護課 94

18
木津川市介護保険事
業計画等策定委員会

25 0 0.0% 7
(22)

28.0% 1 ３年
木津川市介護保険
事業計画等策定委
員会条例

高齢介護課 1

19
木津川市地域包括支
援センター運営協議会

15 0 0.0% 2
(15)

13.3% 3 ３年
木津川市地域包括
支援センター条例

高齢介護課 3

20
木津川市地域密着型
サービス運営委員会

15 0 0.0% 2
(15)

13.3% 2 ３年
地域密着型サービ
ス運営委員会条例

高齢介護課 2

21
木津川市老人福祉セ
ンター運営委員会

9 0 0.0% 2
(9)

22.2% 1 ２年
木津川市老人福祉
センター運営委員会
規則

高齢介護課 1

22
木津川市子ども・子育
て会議

25 0 0.0% 17
(25)

68.0% 3 ２年
木津川市子ども・子
育て会議条例

こども宝課 1 2

任期

２年

２年

２年

当該案件にか
かる審議の期
間

２年

平成３０年度審議会等の会議の開催状況

0 0.0% 7 19.4% 1 ２年
木津川市防災会議
条例・木津川市国民
保護条例

9



○No.５「審議会等の公募委員導入・透明性の向上」 関連資料③

2

公開 非公開
一部
非公開

審議会等の名称
委員
定数

公募委員 女性委員 年間
開催
回数人数 割合 人数 割合

根拠条例
・規則等

所管部署

会議の内訳

任期

23 木津川市児童館運営委員会
7 0 0.0% 3

(7)
42.9% 1 ２年

木津川市児童館条例、
木津川市児童館施行
規則

こども宝課 1

24
木津川市健康づくり推
進協議会

10 0 0.0% 3
(10)

30.0% 1 ２年
木津川市健康づくり
推進協議会条例

健康推進課 1

25
木津川市予防接種健
康被害調査委員会

4 0 0.0% 1
(3)

25.0% 0 ３年
木津川市予防接種
健康被害調査委員
会

健康推進課

26
木津川市営住宅入居
者選考委員会

10 0 0.0% 4
(9)

44.4% 2 ２年
木津川市営住宅入
居者選考委員会条
例

施設整備課 2

27
木津川市営住宅管理
審議会

10 0 0.0% 4
(8)

50.0% 0 ２年
木津川市営住宅管
理審議会条例

施設整備課

28
木津川市都市計画審
議会

20
3 16.7% 5

(18)
27.8% 2 ２年

木津川市都市計画
審議会条例

都市計画課 2

29
木津川市ラブホテル建
築規制審議会

15 0 0.0% 2
(12)

16.7% 2 ２年
木津川市ラブホテル
建築規制条例

都市計画課 2

30
木津川市いじめ防止
等対策委員会

12 0 0.0% 4
(10)

40.0% 2 ２年
木津川市いじめ防
止対策委員会条例

学校教育課 1 1

31
木津学校給食センター
運営委員会

21 0 0.0% 13
(21)

61.9% 2 １年
木津川市立学校給食
センター条例・運営委
員会規則

学校教育課 2

32
加茂学校給食センター
運営委員会

16 0 0.0% 11
(16)

68.8% 2 １年
木津川市立学校給食
センター条例・運営委
員会規則

学校教育課 2

33
山城学校給食センター
運営委員会

9 0 0.0% 4
(9)

44.4% 2 １年
木津川市立学校給食
センター条例・運営委
員会規則

学校教育課 2

34 社会教育委員会
15 2 14.3% 8

(14)
57.1% 6 ２年

木津川市社会教育
委員条例

社会教育課 6

35 スポーツ推進委員会
40 0 0.0% 9

(23)
22.5% 11 ２年

木津川市スポーツ
推進委員に関する
規則

社会教育課 11

36
木津川市図書館協議
会

10 1 11.1% 7
(9)

77.8% 3 ２年
木津川市立図書館条例
木津川市立図書館協議会運営
規則

社会教育課 2 1

37
木津川市文化財保護
審議会

10 0 0.0% 1
(10)

10.0% 2 ２年
木津川市文化財保
護審議会条例

文化財保護課 2

38
木津川市高麗寺跡整
備委員会

8 0 0.0% 0
(10)

0.0% 2 ２年 文化財保護課 2

委員
定数

公募委員 女性委員 年間
開催
回数人数 割合 人数 割合

計
(553) 18 3.5% 207 40.0% 178

(518)

（参考）平成２９年度
597

21 3.9% 204 38.3% 181
(532)



○No.８「市民説明会・ワークショップ等の実施」 関連資料④

平成３０年度市民向け説明会・ワークショップ等の開催状況
No 日付 区分 事業名 内容 参加者（地区名・団体名等） 参加人数 担当課

1 7月1日 説明会
第３回木津川アート
２０１８地域連絡会

木津川アート２０１８に
向けた開催地域との協議

木津川アートプロジェクト、ボラン
ティアスタッフリーダー、瓶原地域
地域長・服地域長・各区長

23 観光商工課

2 11月18日 説明会
第２次総合計画
（案）市民説明会
（加茂地域）

パブリックコメント実施
にあたり、案について、
広く周知するため、説明
会を開催した。

2 学研企画課

3 11月25日 説明会
第２次総合計画
（案）市民説明会
（山城地域）

パブリックコメント実施
にあたり、案について、
広く周知するため、説明
会を開催した。

2 学研企画課

4 11月25日 説明会
第２次総合計画
（案）市民説明会
（木津地域）

パブリックコメント実施
にあたり、案について、
広く周知するため、説明
会を開催した。

5 学研企画課

5 6月24日
ワーク
ショップ

第２次総合計画策定
に向けたワーク
ショップ

第２次総合計画策定に向
けた当尾地域の地域づく
りワークショップ

当尾地域正副地域長及び区長 15 学研企画課

6 9月26日 説明会
地区計画の変更
（案）説明会

相楽都市計画　地区計画
の変更（案）

当尾の郷会館地区計画（案）につい
ての説明会

9 都市計画課

7 10月17日 説明会
地区計画の変更
（案）説明会

相楽都市計画　地区計画
の変更（案）

当尾の郷会館地区計画（案）につい
ての説明会

3 都市計画課

8 10月16日 説明会
道路の変更（案）説
明会

相楽都市計画　道路の変
更（案）について

宇治木津線の都市計画決定に係る説
明会

28 都市計画課

9 10月19日 説明会
道路の変更（案）説
明会

相楽都市計画　道路の変
更（案）について

宇治木津線の都市計画決定に係る説
明会

17 都市計画課

10 11月21日 説明会
地区計画の変更
（案）説明会

相楽都市計画　地区計画
の変更（案）

相楽リサーチパーク及び木津中央地
区計画の変更（案）についての説明
会

1 都市計画課

11 12月20日 説明会
地区計画の変更
（案）説明会

相楽都市計画　地区計画
等の変更（案）

相楽リサーチパーク及び木津中央地
区計画等の変更（案）についての説
明会

9 都市計画課



○No.７１「指定管理者評価制度の推進」 関連資料⑤

始期 終期 実施日① 実施日②

1
山城総合文化セン
ター
（アスピアやましろ）

H30.9.20 H31.2.18 実施あり なし

2
やすらぎタウン山
城プール

H30.9.20 H31.2.18 実施あり なし

3 不動川公園 H30.9.20 H31.2.18 実施あり なし

4 上狛駅東公園 H30.9.20 H31.2.18 実施あり なし

5 中央交流会館 H30.9.27 H31.2.26 実施あり なし

6 西部交流会館 H30.9.27 H31.2.26 実施あり なし

7 加茂文化センター
日本環境マネジメン
ト株式会社

H31.4.1 R6.3.31 社会教育課 公募 H30.9.21 H31.2.5 実施あり なし

8
山城町森林公園
（レストヴィレッジ山
城）

山城町森林組合 H29.4.1 R4.3.31 農政課 公募 実施せず 実施せず 実施あり なし

9
木津老人福祉セン
ター

社会福祉法人木津
川市社会福祉協議
会

H30.4.1 R3.3.31 高齢介護課 特命 実施せず 実施せず 実施せず なし

10
やすらぎコミュニ
ティセンター

社会福祉法人木津
川市社会福祉協議
会

H31.4.1 R4.3.31 健康推進課 特命 H30.12.5 実施せず 実施あり なし

（平成31年4月1日現在）

公益財団法人木津
川市緑と文化・ス
ポーツ振興事業団

H31.4.1 R6.3.31 社会教育課 公募

指定管理者導入施設の概要

公募

No. 施設名 指定管理者
業務改善
指示の有

無

木津川市ＮＥＭ・ＳＰ
Ｈ共同事業体

H31.4.1 R6.3.31 社会教育課

アンケー
ト実施の

有無

指定期間
担当課

公募/
特命

モニタリング調査



参考資料１

平成31年4月1日現在

役職 委員氏名
（敬称略）

所　属　等

会長 澤 井
さ わ い

勝
まさる

奈良女子大学名誉教授

副会長 新 川
にいかわ

達 郎
たつろ う

同志社大学大学院総合政策科学研究科教授

委員 福 本
ふくもと

好 一
こういち ㈱南都銀行

京都ブロック本部　ブロックマネージャー

委員 可 知
か ち

伸 一 郎
し ん い ち ろ う ロート製薬(株)リサーチビレッジ京都

人事総務部RVK人事総務グループ マネージャー

委員 山 岡
やまおか

ナ オ ミ 税理士

委員 山 口
やまぐち

豊 博
と よひろ

特定社会保険労務士、経営士

委員 鴛 田
お し だ

國
くに

治
はる

公募委員

委員 神 野
か み の

勝 三 郎
かつ さ ぶ ろ う

公募委員

委員 辻 野
つ じ の

容 子
よ う こ

公募委員

令和元年7月1日現在

木津川市総務部長

木津川市総務部財政課行財政改革推進室長

木津川市総務部財政課行財政改革推進室主任

TEL : 0774-75-1202    FAX : 0774-75-2701
E-mail : gyokaku@city.kizugawa.lg.jp

木津川市行財政改革推進委員会（第６期）委員名簿

池尻
いけじり

　潔昭
きよあき

城田
し ろ た

　和彦
かずひこ

広瀬
ひろせ

　紗季
さ き

事務局連絡先

○事務局



市
長

副
市
長

市
民
部

健
康
福
祉
部

（
福
祉
事
務
所

）

（山城保健センター）

（加茂保健センター）

13

（ 児 童 ク ラ ブ ）

(17) （ 木津児童館） 1
（ 小谷児童館） 1

高 齢 介 護 課

22
健 康 推 進 課 健康企画係

保健予防係
（木津保健センター）

相楽台保育園 7
木津川台保育園 9
いづみ保育園 12
南加茂台保育園 9
やましろ保育園

農 業 委 員 会 事務局（マチオモイ部農政課　兼務）
保 育 係

相楽保育園 8
清水保育園 5
木津保育園 13

選挙管理委員会 事務局（総務部総務課　兼務）

公 平 委 員 会 3
監 査 委 員 行 政 委 員 会 事 務 局

93 固 定 資 産 評 価
審 査 委 員 会こ ど も 宝 課 児 童 育 成 係

高 齢 者 福 祉 係 文化財保護課 文化財保護係
介 護 保 険 係

161

社 会 福 祉 課 福 祉 総 務 係
障 害 者 福 祉 係 中 央 図 書 館 3

10
加 茂 図 書 館 1

くらしサポート課 支 援 係
山 城 図 書 館 1

保 護 係
21 5

社 会 教 育 課 生 涯 学 習 係
社 会 体 育 係

13 中 央 体 育 館

山城中学校

木津学校給食センター 2
2

（加茂学校給食センター） 1
山 城 支 所 市 民 福 祉 係

（山城学校給食センター） 1
15

ま ち 美 化 係 木津中学校
木津第二中学校
木津南中学校

5
泉川中学校

加 茂 支 所 市 民 福 祉 係

南加茂台小学校
（女性センター） 1

12 上狛小学校
まち美化推進課 環 境 推 進 係 棚倉小学校

（木津人権センター） 2
城山台小学校

（加茂人権センター） 1
加茂小学校

（老人憩いの家）
恭仁小学校

男女共同参画係

58 国 保 年 金 課 国 保 年 金 係
相楽台小学校

医 療 係
木津川台小学校

6
梅美台小学校

人 権 推 進 課 人 権 推 進 係
州見台小学校

教
育
委
員
会

教
育
部

市 民 課 戸 籍 総 務 係
市 民 係

64 木津小学校
（ 西部出張所） 3

相楽小学校
18

高の原小学校

相 楽 幼 稚 園 8
税外債権滞納対策プロジェクトチーム

高の原幼稚園 7
13

学 校 教 育 課 教 育 総 務 係
行財政改革推進室

24 学 務 係
税 務 課 市 民 税 係 学 校 教 育 係

資 産 税 係
木 津 幼 稚 園 6

収 納 係

4 12
危 機 管 理 課 消 防 防 災 係 水 道 工 務 課

施 設 係
10

配 水 係
財 政 課 財 政 係

40
管 財 係

54 総 務 課 庶 務 係 水 道 業 務 課 水 道 総 務 係
選挙管理委員会事務局（兼） 行 政 係 業 務 係

給 水 係

上
下
水
道
部

水
道
事
業
管
理
者

総
務
部

11
8

下 水 道 課 庶 務 係
農 政 課 農 業 振 興 係

計 画 整 備 係
農業委員会事務局（兼）

施 設 管 理 係
12 11

用 地 係
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＜参考資料２＞木津川市組織機構図 （平成３１年４月１日現在）
【職員内訳】

住所：木津川市木津南垣外１１０－９
電話：０７７４－７２－０５０１

市長、副市長、教育長、一般職　４８３名　再任用１４名　計５００名
（一般職内　本庁３１５名、派遣１１名、支所・出張所１０名、その他施設１４７名）

4 6
議 会 議会事務局 庶 務 係 指 導 検 査 課 建 設 総 務 係

１ ２

２１



17

（山城保健センター）

健 康 推 進 課 健康企画係

木津保育園 13

保健予防係
（木津保健センター）

（加茂保健センター）

児 童 育 成 係

相楽台保育園 10

木津川台保育園 9
いづみ保育園 12

事務局（総務部総務課　兼務）

（ 児 童 ク ラ ブ ）
農 業 委 員 会 事務局（マチオモイ部農政課　兼務）

保 育 係

相楽保育園 8
清水保育園 5

南加茂台保育園 10

やましろ保育園 13
20

介 護 保 険 係

163

健
康
福
祉
部

（
福
祉
事
務
所

）

(17) （ 木津児童館）
（ 小谷児童館） 選挙管理委員会

公 平 委 員 会 3
監 査 委 員 行 政 委 員 会 事 務 局

97 固 定 資 産 評 価
審 査 委 員 会こ ど も 宝 課

保 護 係
21 4
高 齢 介 護 課 高 齢 者 福 祉 係 文化財保護課

社 会 福 祉 課 福 祉 総 務 係 中 央 図 書 館
障 害 者 福 祉 係 加 茂 図 書 館

10
山 城 図 書 館

くらしサポート課 支 援 係
中 央 体 育 館

文化財保護係

加茂文化センター

12 社 会 体 育 係

14
社 会 教 育 課 生 涯 学 習 係

木津学校給食センター 2
5

（加茂学校給食センター）
山 城 支 所 市 民 福 祉 係

（山城学校給食センター）

市 民 福 祉 係
山城中学校

（ﾘｻｲｸﾙ研修ｽﾃｰｼｮﾝ） 木津中学校
ま ち 美 化 係 木津第二中学校
クリーンセンター建設推進室 木津南中学校

8
泉川中学校

加 茂 支 所

南加茂台小学校
（女性センター）

11 上狛小学校
まち美化推進課 環 境 推 進 係 棚倉小学校

（木津人権センター）
城山台小学校

（加茂人権センター）
加茂小学校

（老人憩いの家）
恭仁小学校

男女共同参画係

市
長

副
市
長

市
民
部

医 療 係
木津川台小学校

5
人 権 推 進 課 人 権 推 進 係

州見台小学校
梅美台小学校

市 民 係

相 楽 幼 稚 園

高の原小学校
61 国 保 年 金 課 国 保 年 金 係

62 木津小学校
（ 西部出張所）

教
育
委
員
会

教
育
部

相楽小学校
18

相楽台小学校

7
税外債権滞納対策プロジェクトチーム

高の原幼稚園 7
12

税 務 課 市 民 税 係 学 校 教 育 係
資 産 税 係

木 津 幼 稚 園 7
収 納 係

教 育 総 務 係 17
行財政改革推進室

24 17 学 務 係

水 道 工 務 課

学 校 教 育 課

計 画 係

財 政 課 財 政 係
40

水 道 総 務 係

5 14
総
務
部

選挙管理委員会事務局（兼） 行 政 係 業 務 係

施 設 係
10

配 水 係

危 機 管 理 課 消 防 防 災 係

農 政 課 農 業 振 興 係 水
道
事
業
管
理
者

計 画 整 備 係
農業委員会事務局（兼）

施 設 管 理 係

給 水 係

観 光 商 工 課 観光まちづくり係

ビジネス推進係 36

12 10
総 務 課

河川公園維持係

用 地 係
11 6

28
学 研 企 画 課 企 画 政 策 係 都 市 計 画 課 都 市 計 画 係

マ
チ
オ
モ
イ
部

情 報 推 進 係 開 発 指 導 係

※係名変更
上
下
水
道
部

11
8

下 水 道 課 庶 務 係

建 築 営 繕 係

1 17
施 設 整 備 課 住 宅 係

市 長 室 長 人 事 秘 書 課 秘 書 係
人 事 係 16

1 4
管 理 課 道 路 維 持 係

会計管理者 会 計 課 会 計 係

＜参考資料２＞木津川市組織機構図 （平成３０年４月１日現在）
【職員内訳】

住所：木津川市木津南垣外１１０－９
電話：０７７４－７２－０５０１

市長、副市長、教育長、一般職　４８７名　再任用１３名　計５０３名
（一般職内　本庁３１２名、派遣９名、支所・出張所１６名、その他施設１５０名）
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※H30.10.1～
　　◆ リサイクル研修ステーション　・・・　廃止
　　（市民部　－　まち美化推進課　－　環境推進係）

　　◆ 加茂支所・山城支所　・・・　業務縮小
　　◆ 山城行政サービスコーナー　・・・　廃止
　　（合併以降、山城図書館内に併設。）
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令和元年度行財政改革推進委員会スケジュール（案） 

 
 

 

 

以  上 

日時 会議 主な審議案件等（予定） 

令和元年 

７月３１日 

第１回 

委員会 

・第３次木津川市行財政改革行動計画の進捗状況について 

・第３次行財政改革行動計画外部評価の実施について 

 （評価対象項目の決定） 

令和元年 

８月頃 

第２回 

委員会 
・第１回外部評価【評価項目に対する所管課ヒアリング①】 

令和元年 

１０・１１月頃 

第３回 

委員会 

・第２回外部評価【評価項目に対する所管課ヒアリング②】 

・第１回外部評価結果とりまとめ報告 

令和２年 

１月頃 

第４回 

委員会 

・第２回外部評価結果とりまとめ報告 

・中間報告等（案）の審議・決定、報告書の提出（⇒市長） 

・次年度外部評価対象項目の選定 
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